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はじめに 

 川口市消防局は、昭和２３年、自治体消防として

発足し、消防職・団員のたゆまぬ努力の積み重ねと

市民の皆様の理解と協力により、消防体制の充実・

強化を図り、火災予防をはじめ、消防活動・救急活

動を通し、市民の皆様の安全・安心の確保に大きな

役割を担ってまいりました。 

 本書は、令和６年の資料に基づき、消防局の概要

と火災・救助・救急等の災害活動の状況を収録し、

編集いたしました。 

今後も「誰もが安全で快適に暮らせるまち」を実

現するため、市民の皆様の期待と信頼に応えるべく 

全力を挙げて取り組んでまいります。 
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                            【市章】

川口市の紋章である市章は、外側三重の円形が「川」を中心の菱形が「口」を表します。 

旧川口町章ですが、市政施行後の昭和８年９月１８日に市章として制定されました。 

                            【市の花】

鉄砲百合：埼玉国体をきっかけに昭和４１年１月２７日制定。 

土地にゆかりの深い花五色桜、桜草、椿、百合、チューリップ、水仙など多数の候補が

あげられ、研究・協議の結果、他の県・市の花に関係なく、明るく清純で、しかも川口

市で広く愛されている花として決まりました。 

                             【市の木】 

サザンカ：昭和４９年７月１日制定。当時全国的に緑化がさけばれ、また市に緑化推進

委員会を設置、さらに市政施行４０周年を記念して制定することに。 

市民に親しみやすく、移植が容易で一般家庭や公園などに広く活用でき、市のシンボル

としてふさわしい樹木１７種が選出、その中から市民投票の結果を参考に決定しました。



川口市の概要

川口市は埼玉県の南端に位置する県内有数の都市です。荒川を隔てて東京都に接し、江

戸時代から鋳物や植木などの産業が発展し、その後、住宅都市化が進みました。平成 23
年 10月 11日、鳩ヶ谷市と合併し、平成 30年 4月 1日中核市に移行して、人口約 60万
人となりました。首都東京と隣接しているという利便性を活かしながら、固有の伝統あ

る“ものづくりのまち”として、活力あるまちづくり・人づくりを目指しています。

位置・面積 
【令和７年４月１日現在】 

経度 １３９°４３´２７″ 

緯度 ３５°４８´２８″ 

海抜 ２．０６メートル 

面積 ６１．９５平方キロメートル 

東西 １０．２キロメートル 

南北 １１．８キロメートル 
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川口市民憲章

昭和４２年４月１日制定 

“鋳物のまち”としての長い伝統の上に各種産業を加えて、

躍進を誇るわが川口市は、新しい時代のいぶきのもと近代

都市として大きな発展を期しています。これが市民ひとり

ひとりの理想であります。

わたくしたちはここに誇りを感じ、明るく健康で豊かな

市民生活を築くために、全市民の願いをこめて、この憲章

を定めました。

わたくしたちは、

１ すすんで環境を浄化し、

    きれいな家庭・美しいまちをつくりましょう。

１ いつも健康で元気よく働き、

    しあわせな家庭・豊かな都市をつくりましょう。

１ 互いにきまりを守り、助け合って、

    なごやかな家庭・明るい社会をつくりましょう。

１ 文化を育て、教養を高めて、

    楽しい家庭・住みよい郷土をつくりましょう。

１ 力いっぱい両手をひろげ、

    伸びゆく家庭・理想の大川口市をつくりましょう。
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人口・世帯数

注１ 市町村合併によるもの。（平成２３年１０月１１日） 

注２ 国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」により変更。（平成２年、平成６年、平成２７年）

※ 基準日注以外 （１）平成６年度以前は４月１日現在の住民基本台帳人口 （２）平成７年度以降は４月１日現在の総人口

年 面積

（ ）

世帯数

（世帯）

総人口

（人）

人口密度(人) 
(１ 当たり) 

基準日

昭和４０ 55.66 63,812 237,094 4,260

５０ 55.66 108,231 336,710 6,049

６０ 55.66 133,178 399,013 7,169

平成元年 55.66 149,029 426,761 7,667

５ 55.71 163,739 443,201 7,956 ※注２ 

１０ 55.75 182,357 459,977 8,251 ※注２ 

１５ 55.75 202,437 481,900 8,644

２０ 55.75 223,796 507,350 9,100

２５ 61.97 259,860 581,170 9,378 ※注１ 

３０ 61.95 281,681 601,055 9,702 ※注２ 

令和元年 61.95 286,887 604,675 9,761

２ 61.95 292,000 608,390 9,821

３ 61.95 295,489 607,750 9,810

４ 61.95 296,539 605,067 9,767

５ 61.95 299,580 604,894 9,764

６ 61.95 304,393 607,279 9,803

７ 61.95 308,606 607,943 9,813
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川口市の沿革

川口に人が住み始めたのは、今から約 2 万年前といわれています。その頃、川口の南

部は海面下にありました。北東部の台地には、旧石器時代の天神山遺跡や縄文時代の遺

跡である猿貝・新郷・石神貝塚をはじめ多くの遺跡が残されており、海辺で生活を営ん

だ祖先を知ることができます。 

 川口という名称は、旧入間川(現在の荒川)の河口に臨んでいたことから起きていると

いわれていますが、治承 4 年(1180)源頼朝の挙兵に加わるため弟義経が鎌倉に向かう途

中、川口の渡しで兵をあらためたことが「武蔵国足立郡小川口に着き、兵を閲したとこ

ろ八十五騎になっていた」と『義経記』に記されています。 

 川口の地も戦国時代には、太田氏や北条氏の支配を受けましたが、江戸時代に入ると

ほとんどが幕府直轄領となり、代官の支配下に入りました。見沼溜井や見沼代用水、赤

堀用水などの灌漑治水によって農業が一層発展しました。また、日光御成道は徳川家康

の霊廟を日光に移した元和 3 年(1617)以降整備され、川口にも将軍の日光参詣に伴う休

憩所(錫杖寺)や駅逓業務を行う問屋場がおかれました。  

 享保 13 年(1728)の見沼代用水路の開さくによる舟運・陸上交通の整備に伴って商品の

流通が盛んになり、今日の川口の発展の基となる種々の産業が興りました。鋳物産業は、

江戸中期以降は技術の確かさと江戸市民の需要増大によりますます盛んとなりその数も

さらに増えて発展の一途をたどりました。また、承応年間(1652～1654)に安行の吉田権

之丞によって始められたという植木や苗木の栽培は、明暦 3 年(1657)の江戸大火によっ

て焼野原となった江戸へ、植木や草花を供給して以来発展しました。さらに幕末期には、

織物・釣竿が江戸を中心に商品として進出するようになりました。当時の川口町は、今

の本町 1 丁目と金山町を中心に 300 戸ほどの家が集まっただけの小さな町で、現在賑や

かな川口駅前や栄町・幸町付近は見わたす限りの田畑や湿地帯であったといわれていま

す。明治末期には鋳物工場が 150 軒ほどになり、荒川や芝川の舟運を利用して原料や製

品運搬が行われました。その後、川口町駅や新荒川大橋ができると鋳物産業を中心に飛

躍的発展をとげ、「鋳物の街川口」の名は全国に知られるようになりました。 

 昭和 8 年 4 月 1 日に、川口町・横曽根村・南平柳村・青木村の 1 町 3 村が合併し、昭

和 15 年には、芝村・神根村・新郷村の 3 村を合併。更に昭和 31 年に安行村、昭和 37 年

に美園村の一部であった戸塚、そして平成 23 年 10 月 11 日に鳩ヶ谷市と合併し、人口約

58 万人の新川口市がスタートしました。古くは「日光御成道（にっこうおなりみち）」

で結ばれた宿場町として共に栄えた両市。川口宿、鳩ヶ谷宿が一つになった新しい川口

市は平成 30 年 4 月 1 日に中核市へ移行し人口も 60 万人を超えました。住みやすいまち

を超えてさらなる選ばれるまち川口の実現に向け歩みを進めていきます。 
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昭和３７年
２月１５日 救助業務開始 市内建物の高層化に対応するため、屈折はしご付消防ポンプ自動車（１

５ｍ）を配備し、救助業務を開始した。

昭和２７年
１月２５日 青木分署の新設 上青木３－８００に青木分署を新設した。

昭和３４年
５月１９日 救急業務の開始 市内の救急搬送要請に対応するため、救急車（ニッサンジュニア）を購

入し、救急業務を開始した。

３月　７日 初代消防長就任 初代消防長に山田　福蔵氏が就任した。

昭和２５年
１０月　１日 鳩ヶ谷分署の分離 鳩ヶ谷町が川口市から分離したことに伴い、鳩ヶ谷分署が川口市消防本

部より分離した。なお、人員は川口市に残り、施設・装備は鳩ヶ谷町に
移譲した。

川口市消防団設置条例 消防団令に基づき川口市消防団設置条例が定められた。

消防組織法施行後の歩み

昭和２３年
３月　７日 自治体消防への改革 消防組織法が施行され、官設消防は自治体消防へと画期的な機構改革が

行れ、川口市消防本部（総務・予防・消防の３係制）と、川口市消防署
（本署、横曽根分署、鳩ヶ谷分署の１署、２分署）が設立された。
【本部－消防長以下１２名、本署－署長以下８０名】

４月　１日 埼玉県消防訓練所 同告示第２４７号により、川口市本町２－９９に、埼玉県消防練習所が
設置された。

昭和２２年

消防団への改称 勅令第１８５号により消防団令が施行され、警防団は消防団と改称され
た。

昭和１４年

４月　１日 川口警防団 勅令第２０号により、警防団令が公布施行され、消防組と私設防護団を
統合した川口警防団が発足した。【１０部制　定員１，５００名】

昭和１９年
４月　１日 埼玉県川口消防署 特設消防署設置規程（大正８年勅令第３５０号）により、埼玉県告示第

１９１号をもって、川口市一円を区域とする特設消防署が設置された。
また、従来の常備消防班を包合して埼玉県川口消防署が設置された。

川口消防の歩み

消防組織法施行以前の歩み

昭和８年
４月　１日 川口消防組 川口町、横曽根村、青木村、南平柳村が合併し市制が施行された。この

ことに伴い、既存の町村各組を統合した川口消防組が発足した。なお、
組織は消防本部の常備消防班（班長小頭１名、消防手１２名、２交制）
と、６部制（川口町１・２・３部、南平柳村４・５部、青木村６・７
部、横曽根村８部）から成る【総員４００名】
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青木分署の改築   老朽化した木造の庁舎を鉄筋コンクリート３階建に改築した。

高層建物の著しい建設や化学産業の発展に伴う火災態様の変化に対応す
るめ、本署と横曽根分署に救助隊を編成した。

１２月１３日 芝分署の新設

１０月　１日 消防長就任 第３代消防長に飯塚　榮一氏が就任した。

１２月２４日 新郷分署の新設 大字東本郷１２８３－３に、新郷分署を開設した。
（鉄筋コンクリート２階建、延面積４７５．０４㎡、望楼２２ｍ）

４月　１日 職員定数の改正

６月　１日 南平柳分署の新設 元郷町１－１５１－９に南平柳分署を開設した。
（鉄筋コンクリート２階建、延面積３２８．７１㎡、望楼２３ｍ）

８月　１日 救助隊の発足

人口が２７万７千人に達したので、職員定数を１７０名とした。（２１
名員）

昭和４３年
２月１３日

大字芝８，９１７に芝分署を新設した。
（鉄筋コンクリート２階建、延面積３１１．２５㎡望楼２３ｍ）

昭和４２年
４月　１日 職員定数の改正 人口が２６万６千人に達したので、職員定数を１４９名とした。（１７

名員）

４月　１日

１１月　１日 本部庁舎の近代化 消防業務を推進するため、消防本部庁舎を新築した。（本町２-４-３
９）〔鉄筋コンクリート３階建、延面積１，４７２．５４㎡望楼地上４
０ｍ（ＥＶ付）〕

昭和４１年
４月　１日 消防本部の機構改革 消防本部を総務、予防、警防の３課制とした。

４月　１日 職員定数の改正 人口が２５万２千人に達したので、職員定数を１３２名とした。（２３
名員）

川口市職業訓練所（青木町５－１２９８）内に川口市消防訓練所を設立
した。

川口市消防訓練所

昭和４０年
４月　１日 職員定数の改正 人口が２３万７千人に達したので、職員定数を１０９名とした。 （１０

名増員）

４月　９日 消防長就任 第２代消防長に三宅　俊三氏が就任した。

昭和３８年
４月　１日 職員定数の改正 人口が２０万人を越えたので、職員定数を９９名とした。（７名増員）

４月　１日 職員定数の改正 人口が２８万７千人に達したので、職員定数を２０９名とした。（３９
名員）

昭和４４年

４月　１日 救急指令センター 人口と各種災害の激増に伴い、救急業務の円滑促進を図るため消防本部
に救急指令センタ－を開設した。
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４月　１日 並木分遣所の
廃止名称の変更

青木分署の開設に伴い、並木分遣所を廃止し、青木分署（上青木４－４
－６）を上青木分署と名称変更した。

４月　１日 消火薬剤交付要綱 初期消火態勢の推進を図るため、火災又は消火訓練に使用した消火器の
薬剤を無償で交付する川口市消火薬剤交付要綱を制定した。

昭和５４年
４月　２日 消防長就任 第５代消防長に土屋　利和氏が就任した。

昭和５５年
４月　１日 青木分署の新設 青木４－７－１８に青木分署を開設した。

（鉄筋コンクリート造り２階建、延面積４６４．８㎡）

４月　１日 芝園分署の新設 芝園町３－５に芝園分署を開設した。
(鉄筋コンクリート造り２階建、延５０３．２㎡)

４月　１日 消防署組織の改革 消防事務の増大と複雑多様化する災害事象に即応するため、旧規程を廃
止。川口市消防署の組織等に関する規程を新たに制定した。

３月３１日

昭和５３年

２月　１日 消防長就任 第４代消防長に金子　義雄氏が就任した。

４月　１日 街角消火器の設置 川口市地震対策街角消火器設置要綱に基づき、青木地区の一部と南平柳
地区の一部に街角消火器を２３１本設置した。（５年間で合計１，２２
９本設置）

昭和４９年
２月　１日 消防テレホンガイド 市民サービスの一環として消防テレホンガイドを設置した。

街角消火器の設置 川口市地震対策街角消火器設置要綱が公布された。（S４８．１１．１）
このことに伴い、昭和４８年から５ヶ年計画で密集地の街角に設置する
こととた。

昭和５０年

１２月１０日 伊刈分署の新設 大字伊刈４６に伊刈分署を開設した。
（鉄筋コンクリート２階建、延面積５９４．０７㎡、望楼２３ｍ）

大字神戸３６に神根分署を開設した。
（鉄筋コンクリート２階建、延面積５４６．７１ ㎡ 望楼２２ｍ）

昭和４７年

特別救助隊の発足４月　１日 災害の複雑多様化に伴い、人命救助活動が困難になってきた。このこと
対応するため、本署に救助器具を積載した救助工作車を配置し、人命救
助を主眼とした専任の特別救助隊を発足した。

昭和４６年
４月　１日 職員定数の改正 人口が３０万６千人に達したので、職員定数を３０２名とした。（４３

名員）

人口が３０万５千人に達したので、職員定数を２５９名とした。（５０
名増員）

１０月２５日 消防本部の機構改革 消防本部の体制を強化充実するため、総務課に人事係、警防課に防災救
急係を新設した。また、総務課教養服務係を教養係に改め、技術係を警
防課に移す等の機構改革を行った。

６月　２日 神根分署の新設

職員定数の改正

昭和４５年

４月　１日
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４月　１日 少年婦人
防火委員会

自主防火防災体制としての少年消防クラブ、婦人防火クラブの整備強化
を図るため、川口市少年婦人防火委員会を設置した。

７月２４日 地震体験車運用 大震対策事業の一環として地震体験車「川口なまず号」の寄贈を受け、
運用を開始した。

昭和５６年
３月　３日 都市ガス災害対策 都市ガスに起因する災害を未然に防止するとともに、災害発生時におい

て早期に鎮圧し、被害を最小限に防止するため、東京ガス（株）浦和営
業所と都市ガス災害対策に関する業務協約を締結した。

４月　１日 被服点数制の導入 消防職員の被服等について、職務の内容に応じた効果的な給貸与を図る
ため、点数制を導入した。

７月　１日 消防音楽隊の設置 予防広報活動を目的として、川口市消防音楽隊を設置し、活動を開始し
た。

昭和５７年
４月　１日 防火防災訓練

災害補償規則
自主防火組織の育成を推進するため、防火防災訓練中の災害補償制度と
して、川口市防火防災訓練災害補償規則を制定した。

昭和５８年

３月３１日 例規の改正
（警防規程）

警防規則を廃止。新たに警防規程を制定し、地震、風水害に対しても対
処できるよう警防体制の充実を図った。

３月３１日 （文書管理規程） 組織の改正、変遷に伴い、対内、対外間の文書管理を適切に行うため、
文書管理規程を制定した。

３月３１日 （その他） 組織の改正に伴い、関連する条例、規則、規程について改正を行った。

４月　１日 組織の改正 自治体消防発足以来の１本部１署制を、１本部２署（南消防署、北消防
署）制に改正し、組織の全面見直しを行った。
（救急救助係を分散。人事係、教養係を人事教養係に統合等）

４月　１日 戸塚分署の開設 人口急増の著しい戸塚地区に戸塚分署を開設した。
（鉄筋コンクリート２階建、延５６３．０㎡）

７月２３日 救急自動車の寄贈 日本損害保険協会から救急自動車の寄贈を受け入れた。
（ニッサンキャラバン２Ｂ型）(昭和５９年４月１日に安行分署に配備)

昭和５９年
４月　１日 安行分署の新設 安行分署を開設した。（鉄筋コンクリート３階建、延１，２４７．９

㎡）

昭和６０年
４月　１日 新庁舎の建設 ６０・６１年の２ｶ年継続事業で鉄骨鉄筋コンクリート造５階建、コン

ピューターを利用した通信指令装置などを備えた消防本部・北消防署合
同庁舎の建設を開始した。

昭和６１年
４月　１日 国際消防救助隊の発足 国外で発生した大規模災害救援をするため、自治省消防庁の提唱により

国際消防救助隊が発足。当市消防本部も、救助工作車１台、隊員１０名
を登録した。

昭和６２年

１月　１日 新庁舎落成 人口５０万人に対応する防災の拠点として、消防緊急情報システム等コ
ンピューターを使用した近代的庁舎が落成、業務を開始した。

４月　１日 消防長就任 第６代消防長に福岡　清一氏が就任した。

４月　１日 女性消防吏員 男女雇用機会均等法の制定に伴い、初の女性消防吏員を採用した。（２
名）
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３月１９日 起震車の購入 日本で初めて起震駆動部分に油圧駆動方式を採用した、過去発生した地
震が体験できる等の各種最新の機能を持った地震体験車を購入した。

４月　１日 組織の改正 時代に対応した消防行政を遂行するため、通信指令室を指令課とし、総
務課に企画係を新設するなど大幅な組織改正を実施した。

平成　８年

１月２５日 耐震性貯水槽 阪神・淡路大震災の教訓から、飲料水及び消防用水の確保を目的とし
て、本町小学校及び芝スポーツセンターの敷地内に１００ 型飲料水兼
用耐震性貯水槽を設置した。

４月　１日 服制の改正 平成６年と７年の２年間で、夏・冬作業服及び夏制服等の生地・色相・
デザインの大幅な改正を行い、特に作業帽のデザインをアポロキャップ
型とした。

平成　７年

４月　１日 消防長就任 第１０代消防長に上野　勝太氏が就任した。

１月２３日 阪神・淡路大震災に派遣 １月１７日に発生した大震災に救助工作車・救援車、職員１１名を派遣
し災害活動を実施した。

３月２８日 救急救命士の運用 心電図受信装置を「済生会川口総合病院」に設置し、救急救命士が医師
の指示に基づいて行為のできる「特定３項目」の運用を開始した。

４月　１日 水難救助指定隊 平成４年度事業で潜水器具８セットを購入し、平成５年４月１日から南
平分署第２小隊に配置するとともに、潜水活動の特殊性を考慮し、１年
間を潜水救助技術の習得期間として位置付け、各種訓練を実施した後、
運用を開始した。

平成　５年

４月　１日 消防長就任 第９代消防長に新井　利生氏が就任した。

平成　６年

３月２５日 高圧ガス製造施設 平成４年度事業で北消防署芝園分署に３気圧タイプ（３００,２００,１
５０㎏/ ）の高圧ガス製造施設を建設し、保安監督者の養成を経て、空
気製造の運用を開始した。

４月　１日 組織の改正 消防本部の組織を強化充実するため、警防課に救急救助係を新設し、通
信指令室を課相当に格上げした。

平成　４年

６月　３日 救急救命士 救急救命士法の制定により、職員１名を救急救命中央研修所へ派遣し
た。国家試験を経て当消防本部に初の救急救命士が誕生した。

平成元年

４月　１日 消防長就任 第７代消防長に二川　勝利氏が就任した。

平成　２年

４月　１日 消防長就任 第８代消防長に伊藤　清二氏が就任した。

９月　１日 首都高速道路開通 首都高速川口線開通に伴い、特別出場計画及び消防活動基準を定めた。

昭和６３年

３月２３日 消防訓練塔 複雑多様化する災害に対し、実践的救助技術を強化するため消防訓練塔
を消防本部に設置した。
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平成１２年

１０月１２日 横曽根分署 西川口３－１８－１に移転し、横曽根分署を開設した。
（鉄筋コンクリート３階建、延面積１，９６０．６㎡）

平成１３年

３月２８日 埼玉高速鉄道線 県内初の地下鉄（埼玉高速鉄道線）開通に伴い、地下鉄火災消防活動基
準及び地下街等火災消防活動基準を定めた。

９月　９日 全車高規格救急体制 予備車を含め、全車高規格救急車体制となった。

９月２１日 国際消防救助隊派遣 ９月２１日（現地時間）台湾で発生した地震災害に際し、自治省消防庁
の要請に基づき、２１日～２８日までの８日間、県内で唯一国際消防救
助隊（ＩＲＴ）登録している当消防本部の職員２名を、現地に派遣し
た。 (登録後、初めての派遣）

１１月　１日 （警防規程の改正） 震災警防規程の制定に伴い、警防規程を改正した。

平成１１年

４月　１日 消防長就任 第１３代消防長に福田 満氏が就任した。

４月　１日 携帯電話からの受信 埼玉県において、携帯電話からの119番通報の受信・転送体制が整備さ
れ、代表消防本部である浦和市消防本部が一括して受信し、通報場所を
管轄する消防本部へ転送することで、携帯電話からの１１９番通報が川
口市消防本部でも受信できるようになった。

１１月　１日 例規の改正
（震災警防規程）

震災時の被害を軽減するため、震災警防活動及び震災消防活動の実施に
必要な事項を定め、震災時に対処できるよう新たに震災警防規程を制定
した。

１０月１１日 三交替制勤務 交替制職員の勤務体制の強化と組織の円滑な運営を図るため、試行とし
て予防課調査係及び指令課に三交替制勤務を導入した。

平成１０年

４月　１日 消防長就任 第１２代消防長に清宮　健夫氏が就任した。

６月３０日 無停電電源装置 電力の瞬断や停電時において既設の変電設備と非常電源設備が切替わる
際の電源供給をバックアップするＣＶＣＦ装置を指令課に設置した。

１０月　１日 女性職員を配置 男女雇用機会均等法の改正等に伴い、時代に即応した消防行政を推進す
るために、初めて女性職員を交替制勤務（指揮隊並びに救急隊）に配置
した。

平成　９年

４月　１日 消防長就任 第１１代消防長に持谷　正紀氏が就任した。

４月　１日 救命士資格者等の採用 救急救命士の整備充実を図るため、２名の救急救命士資格者を初めて採
用した。また、女子職員２名を含む１０名を新規採用し、実員を４５６
名とした。

４月　１日 携帯電話の運用開始 災害連絡体制の充実を図るため、所属長に対し携帯電話を貸与した。

４月　１日 火災原因調査機器 火災原因調査をより科学的に遂行するために、予防課調査係に実体顕微
鏡システムを導入した。これにより、あらゆる角度から、僅かな傷・染
み・色等の違いがモニターで観察でき、鮮明な画像プリントで証拠保全
も可能となった。

３月２２日 高度救助用資器材 阪神・淡路大震災に応援出動した経験と教訓から、埼玉県下で初めて高
度救助用資器材５機種（画像探査Ⅰ型、画像探査Ⅱ型、地中音響探知
機、熱画像直視装置、夜間用暗視装置）を購入し運用を開始した。
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４月　１日 消防長就任

７月１３日 緊急消防援助隊派遣 新潟県・福島県豪雨災害のため新潟県三条市へ職員を派遣。

１０月２３日 緊急消防援助隊派遣

第１４代消防長に細井　修氏が就任した。

平成１４年

指令課を警防課と統合し消防指令センターと名称変更するなど、消防本部
の組織を、４課１３係から３課１センター１１係に組織改正をした。ま
た、消防署にあっては、管理課及び消防課を新設するなど、２署１０分署
２６係を２署４課１２分署３６係へと、大幅な組織改正をした。

４月　１日 組織の改正

３月　１日 緊急通信指令
システム

最先端のコンピューターとネットワーク技術を駆使した「緊急通信指令
システムⅢ型」を導入し運用を開始した。

１０月１１日 鳩ヶ谷市と市政合併 川口市と鳩ヶ谷市が合併し、人口約５８万人、面積約６２平方キロメー
トルの新川口市がスタートした。また、当合併により、南消防署に鳩ヶ
谷分署を設置し、消防隊・救助隊・救急隊をそれぞれ１隊ずつ配置、１
消防本部２署１３分署となった。

平成２３年

３月１１日 緊急消防援助隊派遣 ３月１１日に発生した東日本大震災に際し、総務省消防庁の要請に基づ
き、消火隊及び救助隊を岩手県陸前高田市に派遣した。

３月２６日 緊急消防援助隊派遣 東日本大震災に伴う福島原発事故に際し、総務省消防庁の要請に基づ
き、指揮隊及び救急隊を福島県本宮市に派遣した。

平成２２年

４月　１日 消防長就任 第１８代消防長に上山　健三氏が就任した。

４月　１日 組織の改正 南・北消防課と管理課を統合して消防課とし、南・北特別救助隊及び救
助隊を特別救助機動隊とした。

平成２１年

４月　１日 組織の改正 消防本部の組織を改正し、救急課を新設した。

１０月　１日 南平分署改築 庁舎の老朽化に伴い、改築工事を実施した。鉄筋コンリート造２階建、
延面積１，５５５．２㎡の南平分署を落成した。

平成１９年

４月　１日 消防長就任 第１６代消防長に山﨑　繁雄氏が就任した。

平成２０年

４月　１日 消防長就任 第１７代消防長に荒井　清光氏が就任した。

平成１７年

４月　１日 消防長就任 第１５代消防長に古川　稔氏が就任した。

平成１５年

５月２２日 国際消防救助隊派遣 ５月２２日にアルジェリア民主人民共和国で発生した地震災害に際し、
職員を２名派遣。倒壊建物から救出活動を展開するなど活動を行う。

平成１６年

新潟県中越地震ため新潟県小千谷市へ職員を派遣。

-11-



平成２９年

消防長就任 第２１代消防長に小倉　務氏が就任した。

南・北消防署に管理課を新設、消防管理係と査察指導係とし、中央分
署、芝分署を南・北消防署の消防課とした。

平成２７年

２月１７日 救急啓発車配置 市民より寄贈を受けた救急啓発車を救急課に配置した。

消防長就任

４月　１日 救助工作車Ⅲ型配置 救助工作車Ⅲ型を北消防署消防課に配置した。

９月１２日 緊急消防援助隊派遣 ９月９日から１１日にかけて発生した関東・東北豪雨災害に際し、総務
省消防庁の要請に基づき、指揮隊及び高度救助隊を茨城県常総市に派遣
した。

平成２８年

４月　１日 組織の改正

４月　１日

第２０代消防長に野村　重夫氏が就任した。

３月　１日 消防救急無線
デジタル化

データ伝送により確実かつ効率的な消防救急活動の支援を行うこと及
び、情報の秘匿性を高めるため消防救急デジタル無線の運用を開始し
た。

４月　１日 高度救助隊発足 通常の消防力では対応が困難な災害に備えるとともに、市内の救助体制
の強化を図るため高度救助隊を発足、北消防署芝分署にて運用を開始し
た。

４月　１日

４月　１日 消防長就任 第１９代消防長に榎本　和夫氏が就任した。

平成２６年

２月　４日 救急医療情報システム
へのアクセス用端末配

置

救急活動において、迅速な収容医療機関の選定を行うためのタブレット
端末を全救急隊に配置した。

４月　１日 名称の変更 「川口市消防本部」から「川口市消防局」に名称を変更した。

４月　１日 組織の改正 消防指令センターを指令課とし、予防課に調査係を新設するなど、消防
局の組織を４課１センター１２係から５課１６係に改正した。また、
南・北特別救助機動隊を特別救助隊及び救助隊とした。

平成２４年

２月　１日 高機能消防指令・
情報システム導入

GPSを使い、災害現場に最も近い車両を選別し出動部隊を自動的に編成、
最短時間による現場到着を実現した。

４月　１日 芝園分署に
救急隊を配置

全１３署所に救急隊が配備された。

平成３０年

３月３０日 ３８ｍ級梯子付
消防自動車配置

３８ｍ級梯子付消防自動車を南消防署消防課に配置した。
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非常用救急自動車
特別運用

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、非常用救急自動車２台
の特別運用を実施した。

４月　１日 救急隊の増隊 安行分署に２隊目の救急隊を増隊し、１５隊体制とした。

川口市立医療センター内に「救急ワークステーション」を設立した。

令和２年

４月　１日 特別高度救助隊の発足 地震等の大規模災害や通常の消防力では対応が困難な災害に備え、特別
高度救助隊を発足し、北消防署消防課に配置した。

４月　１日 救急隊の増隊 南平分署に２隊目の救急隊を増隊し、１４隊体制とした。

令和３年

４月　１日 消防長就任 第２３代消防長に齋藤　和雄氏が就任した。

令和５年

８月１０日

消防指令システム・消防救急
デジタル無線システムの運用開始

消防指令システム・消防救急デジタル無線システムの全面更新を行っ
た。

４月　１日 消防長就任 第２４代消防長に田口　哲氏が就任した。

４月　１日 東消防署の新設 旧鳩ヶ谷分署の敷地内に、署としての機能拡充を図った東消防署を新た
に開設した。（坂下町４－３－１４　鉄筋コンクリート造地下１階地上
４階建、延２，９９９．２㎡)

４月　１日 救急ワークステーション
の設立

令和７年

平成３１年

４月　１日 消防長就任 第２２代消防長に榎原　義人氏が就任した。

令和６年

１月１９日 川口市消防出初式 川口市消防の第１回目の出初式を開催した。

２月２８日 緊急消防援助隊派遣 ２月２６日から４月７日にかけて発生した岩手県大船渡市の林野火災に
際し、総務省消防庁の要請に基づき、消火隊、後方支援隊及び特殊装備
隊を派遣した。

消防長就任 第２５代消防長に村田　宏明氏が就任した。４月　１日

４月　１日 組織の改正 東消防署開設に伴い１本部２署制を、１本部３署（南消防署、北消防
署、東消防署）制に改正した。

４月　１日 日勤救急隊の発足 日中帯の救急需要対策及び職域拡充を目的に、東消防署消防課に日勤救
急隊を配置した。

４月　１日 特別消火隊の発足 消火・火災救助活動体制を強化するため特別消火隊を北消防署消防課に
配置した。

２月　１日 映像通報システム
Live１１９　運用開始

従来の音声のみの１１９番通報に加え、映像による緊急通報が可能と
なった。

２月　１日
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南消防署機能移転車庫棟 令和7年度竣工予定 

（イメージ図） 
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○新庁舎建設事業における先見性のある計画策定と適切な監理 ○救急救命士常時２名乗車に向けた救急隊員の人材育成
○防災拠点施設としての機能確保を目的とした庁舎の大規模改修 〇救急ワークステーションを最大限に活用した教育体制の充実
○時代に即した利便性と効率化を追求した積極的庁舎改修の促進 〇指導救命士による高度シミュレーターを用いた救急隊員教育の充実
○救急救命士常時２名乗車体制に向けた救急救命士有資格者の確保 〇救命効果の向上を目指した小・中学校を含めた市民への救命講習の実施
〇市民サービスの向上に向けた女性職員の増員 〇新救急統計システムを効果的に活用した救急需要の把握
○基本計画に沿った一貫性ある予算編成と執行 〇ＳＮＳ等を活用した救急車適正利用における広報活動の強化
○消防団員充実強化に向けたPR活動並びに加入促進を実施 〇ＤＸを活用した医療機関との連携強化
○消防団員の活動時における安全管理の徹底
○消防団員の技術向上に向けた研修・訓練の実施

○火災予防分野におけるＤＸの推進 〇映像通報システムLive119を活用した口頭指導の技術向上と検証
○予防技術資格者の増員 〇119番入電から指令まで１分３０秒以内を維持した聴取技術の向上
　　　… 全職員に占める有資格者比率 ２９％（１７３人）→３５％（２０９人）以上 〇誰もが新指令システムの適正運用が可能となる画一的な教育体制の確立
〇重大違反及び一階段等防火対象物の違反是正の徹底 〇消防OAシステムの円滑かつ適正な運用に向けたアップデートと機能強化
〇幼年消防クラブに対する防火教育活動の促進 ○消防指令・情報システム及び消防救急デジタル無線等の常時安定稼働に向けた
〇危険物施設における地震等災害対策の推進 　 適切な運用管理
○消防部隊による火災調査業務に伴う研修の実施

〇社会情勢の変化に対応した部隊配置 ○３署指揮体制による災害活動の効率化と安全管理体制の向上を図る
〇活動基準の更新と消防部隊活動の整合 〇部隊の充実強化を図りトータル被害の軽減

○プロフェッショナルの育成・部隊強化を図るため訓練時に各施設を
　有効活用し、隊員の技術の向上を目指す

○大規模災害時の効果的な火災防ぎょ活動の確立 ○指導救命士による救急救命士並びに救急隊員のスキルアップを図る
〇大規模災害に備えた高度救助資機材及び特殊救助資機材の整備
〇経年防火水槽長寿命化と耐震性貯水槽設置計画の推進

〇状況に応じた特殊警防計画の継続的な見直し
○地域ごとの自然条件及び社会条件による災害実態の変化を把握

〇時代に即した消防戦術の研究及び訓練企画 ○消防法・火災予防条例違反の早期是正　
〇現任救助隊員の効果的な訓練手法の確立 ○自主防火管理体制構築の推進　
〇救助部隊の大規模災害対応訓練の実施
〇導入資機材を有効活用するための教育訓練の実施
〇現任機関員へのポンプ運用訓練の実施

大規模災害時の態勢強化

教育・訓練の実施

（　警　防　部　門　）

災害対応力の充実強化

（　指　令　部　門　）

（　消　防　活　動　部　門　）

消防力中長期整備計画に照らした「繋ぐ火災予防」

消防力中長期整備計画に基づく警防体制の確立

（　予　防　部　門　）

地域情報の把握と防火意識の向上

消防力中長期整備計画に示す次世代通信基盤、映像技術等の利活用

（　救　急　部　門　）

消防力中長期整備計画を柱とした既存にとらわれない前向きな組織運営 消防力中長期整備計画に照らした救急事業の推進

（　総　務　部　門　）

部　　門　　別　　重　　点　　施　　策

-
1
5
-



消防第１係
戸塚分署

消防第２係

東消防署
消防第２係

消防第１係
新郷分署

消防第２係

消防第１係
安行分署

消防第２係

管理課
消防管理係

査察指導係

指揮第１係

消防第１係

指揮第２係

日勤救急小隊

消防課

消防第２係

組　織　図

消防第２係

消防管理係

査察指導係

消防第１係

消防第１係

指揮第１係

消防第２係

川口市消防局

救助係

装備係

指令第１係

指令第２係

危険物係

消防総務課

火災調査係

警防課

救急課

庶務係

職員係

財務係

消防団係

予防係

予防課

救急指導係

警防係

消防管理係

救急管理係

情報管理係

消防第１係

指揮第２係

上青木分署

消防第２係

消防第１係

消防第２係

管理課

消防第２係

消防第２係

消防第１係

査察指導係

神根分署

伊刈分署

指令課

南消防署

指揮第２係

北消防署

管理課

南平分署

消防課

消防第２係

芝園分署

消防第１係

消防第１係

消防第１係

横曽根分署

青木分署

消防課

消防第２係

指揮第１係

消防第１係
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○消防局の庶務に関すること。
○消防局内の連絡調整に関すること。
○消防事業計画の策定及び総合調整に関すること。
○職員の人事、給与、研修及び厚生に関すること。
○財務に関すること。
○消防団に関すること。
○火災予防の総括に関すること。
○建築確認の同意事務に関すること。
○消防用設備等の指導及び検査に関すること。
○予防査察及び違反是正の総括に関すること。
〇火災予防関係の届出等に関すること。
〇防火協力団体に関すること。
○危険物に関すること。
○火薬類に関すること。
○液化石油ガス等の事務の総括に関すること。
○火災の原因及び損害の調査等に関すること。
○火災の証明に関すること。
○警防業務の総括に関すること。
○消防体制及び消防対策に関すること。
○救助業務の総括に関すること。
○消防装備に関すること。
○救急業務の総括に関すること。
○医療関係機関との連絡調整に関すること。
○救急救命士の育成に関すること。
○救急隊員の教育訓練及び研修に関すること。
○救急業務及び応急手当の普及啓発に関すること。
○災害通報の受信及び指令に関すること。
○各種災害情報等の収集及び伝達に関すること。
○通信指令設備の運用及び管理に関すること。
○情報通信に係る調査及び研究に関すること。
○消防指令情報支援システムの運用及び管理に関すること。

○署の庶務に関すること。
○署内の連絡調整に関すること。
○火災予防の指導に関すること。
〇消防用設備等の指導及び検査に関すること。
〇予防査察及び違反是正に関すること。
○火災予防関係の届出等に関すること。
○消防活動関係の届出等に関すること。
○液化石油ガス等の事務に関すること。
〇救急業務に関すること。
〇署内の警防業務の総括に関すること。
〇消防活動に関すること。
〇予防査察及び警防調査に関すること。
○消防機械器具等の事務に関すること。
○消防訓練の指導に関すること。
○救急業務及び応急手当の普及啓発に関すること。

○消防活動に関すること。
○予防査察及び警防調査に関すること。
○消防訓練の指導に関すること。
○受持区域内における消防事務に関すること。
○救急業務及び応急手当の普及啓発に関すること。

消防第１係
消防第２係

係　　名

救急課

警防課

【消防署】

課　　名

管理課

消防課

事　務　内　容

【分　署】

事　務　内　容

事務分掌

【消防局】

課　　名 事　務　内　容

予防課

指令課

消防総務課
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川口市消防局・署・消防団の配置図

-18-

東消防署

青木分署

新郷分署

安行分署

戸塚分署

9-1

川口東ＩＣ

戸塚安行駅



１Ｆ

３Ｆ
　　消防長室・消防総務課・予防課・警防課・救急課
　　消防団本部室・（公社）川口市防火安全協会

２Ｆ 　　指令課・視聴覚室兼災害対策室・消防PRコーナー      　　 

　　受付・北消防署管理課・消防課

消防局庁舎

（消防局庁舎）

５Ｆ 　　機械室

４Ｆ 　　講堂兼屋内訓練室・トレーニング室　　　　　　　　　　　    

　昭和６１年１２月に本市の新しい防災拠点として最新技術と設備を装備して建設され
ました。
　庁舎の特徴として、平成２４年２月に導入した「消防指令・情報支援システム」を令
和６年２月に最新のシステムに全面更新しました。また、複雑大規模化する災害に対処
するため、職員を養成する屋内訓練室・トレーニング室等を備えています。
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所在地　 　　  川口市芝下２丁目１番１号

敷地面積　　 　 ７,２７４.０５㎡

建築面積        １,４８２.８７㎡

建築延面積　  　５,６５６.４８㎡

構    造        鉄骨鉄筋コンクリート造５階建

工    期        昭和６０年 ６月着工・昭和６１年 １２月竣工

電気設備

消防用設備

エレベーター

空調設備

給排水装置

通信設備

消防救急デジタル無線装置・川口市緊急通報システムNET１１９・高所監視カメラ
映像通報システムLive１１９

気象観測装置

その他の設備 耐震性貯水槽（４０t）・広告塔

受電設備６,６００Ｖ・変電設備・自家発電設備１５０kＶＡ×２基

７５０kg・１１人乗（地震時管制運転装置付）

給水装置・高架水槽・受水糟

指令台・指揮台・無線統制台・自動出動指定装置・地図等検索装置・支援情報表示装置
統合型位置情報通知システム・指令制御装置・非常用指令設備・長時間録音装置

空冷ヒートポンプ式パッケージエアコン・空冷ヒートポンプ式ルームエアコン

庁　舎　概　要

設　備　概　要

消火器・屋内消火栓設備・自動火災報知設備・非常用放送設備・救助袋

署所端末装置・指令電送装置・出動車両運用管理装置・Eメール指令システム

気温・気圧・雨量・風向・風速・相対湿度・実効湿度
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敷地
（㎡）

建(㎡) 延(㎡)

消 防 局 芝 下 2-1-1 S61.12.15
鉄骨鉄筋コンクリート

造 地上5階建
7,274.05 1,482.87 5,656.48 エレベーター

南消防署 本 町 2-4-39 S41.11.1
鉄筋コンクリート造

地上3階建
661.15 538.13 1,610.34 －

横曽根分署 西川口3-18-1 H12.9.29
鉄筋コンクリート造

地上3階建
1,857.83 903.20 1,960.55 エレベーター

青木分署 青 木 4-7-18 S55.3.25
鉄筋コンクリート造

地上2階建
493.03 271.41 464.75 －

南平分署 新井町17-20 H21.9.18
鉄筋コンクリート造

地上2階建
1,373.87 760.29 1,555.15 エレベーター

北消防署

上青木分署 上青木4-4-6 S43.2.13
鉄筋コンクリート造

地上3階建
349.00 172.11 488.34 －

神根分署 大字神戸34 S46.6.2
鉄筋コンクリート造

地上2階建
964.22 276.71 477.09 －

伊刈分署 大字伊刈46 S47.11.15
鉄筋コンクリート造

地上2階建
932.00 323.56 501.42 －

芝園分署 芝 園 町 3-5 S53.3.20
鉄筋コンクリート造

地上2階建
1,150.00 313.00 503.20 －

東消防署 坂下町4-3-14 R5.3.1
鉄筋コンクリート造

地下1階地上4階建
2,991.30 1,006.60 2,999.20 エレベーター

新郷分署
大字東本郷

1283-3
S44.12.24

鉄筋コンクリート造

地上2階建
1,046.00 271.04 449.85 －

安行分署
大字安行領家

968
S59.3.21

鉄筋コンクリート造

地上3階建
2,013.00 574.90 1,247.87 －

戸塚分署 戸塚3-13-16 S58.3.25
鉄筋コンクリート造

地上2階建
1,281.09 317.60 563.02 －

消防庁舎

所 属 別 所 在 地 竣工年月日 構　　　　造
面　　積

設備

                          消防局庁舎内
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予 算

令和７年度の本市一般会計予算は２千７３７億２千万円です。このうち消防予算は７

４億７４９万５千円で、構成比は２．７％となっています。この予算を川口市民１人当

たりの負担に換算すると１万２千１８５円となります。 

本年度の主な事業は、南消防署機能移転事業のほか、老朽化した消防ポンプ自動車・

高規格救急自動車等を更新する消防自動車購入事業などがあります。 

令和７年度川口市一般会計予算と消防予算 

市一般会計予算（歳出）            消防予算（歳出） 

総　務　費

民　生　費

904,376

36,688,354

0.0

13.4

42.6

13.9

0.1

0.4

教　育　費

公　債　費

11.0

116,579,460

　　　  区
分

構成比
 （％）

0.3

5.4

金　　額
（千円）

議　会　費

衛　生　費

労　働　費

農　業　費

商　工　費

土　木　費

消　防　費

0.2

9.9

2.7

30,228,822

287,760

1,138,286

629,178

27,123,188

7,407,495

37,900,141

14,632,939

1

200,000

合　　　計 100.00   273,720,000

諸 支 出 金

予　備　費 0.1

　　　 区　　分

　 目

構成比
 （％）

金　　額
（千円）

常 備 消 防 費 79.4     5,878,983

合　　　 計 100.0    7,407,495

非 常 備 消 防 費 1.1      81,067

消 防 施 設 費 19.5     1,447,445

令和７年度消防費と人口の比率

令和７年４月１日現在
消　防　予　算
　　　 （千円）

7,407,495

人　　　　　口
　　　 　（人）

607,943

世　帯　数

308,606

負　　　担　（円）

市民１人当たり １世帯当たり

12,185        24,003
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市予算と消防予算の推移 

年度

H14

H15

H16

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30
H31
R2
R3
R4
R5
R6
R7 273,720,000   7,407,495     2.7 南消防署機能移転事業、消防自動車購入費　他

255,460,000   7,448,364     2.9 南消防署機能移転事業、消防自動車購入費　他

233,580,000   8,820,029     3.8 消防指令システム・無線設備等更新事業、消防自動車購入費　他

191,620,000   5,695,349     3.0

207,770,000   6,413,830
189,210,000   5,988,592     3.2

はしご付消防自動車の更新・耐震性貯水槽の設置

消防ポンプ自動車の更新・耐震性貯水槽の設置

186,220,000   5,706,995     3.1

171,950,000   6,586,573     3.8

3.2

はしご付消防自動車の更新・耐震性貯水槽の設置

消防救無線デジタル化事業・消防車両の更新・耐震性貯水槽の設置

消防車両更新・耐震性貯水槽設置・はしご車オーバーホール

172,730,000   6,119,277     3.5

関　　係　　事　　項

148,970,000   6,058,646     4.1

4.4

（B)/（A）%

3.9

高規格救急自動車増車

消防自動車排気ガス規制対策5,544,887

143,620,000
消防自動車排気ガス規制対策　

消防自動車排気ガス規制対策  南消防署耐震補強工事　

4.5

消防自動車排気ガス規制対策　消防情報システム整備

消防自動車排気ガス規制対策  上青木分署耐震補強事業　

129,250,000   5,729,586

消防自動車排気ガス規制対策  南平分署建替え事業　

4.6

4.2

（Ａ）市予算（千円） （Ｂ）消防予算（千円）

5,731,600126,200,000

130,730,000

5,602,236

129,040,000   6,256,393     4.8

122,780,000   5,692,268

消防自動車排気ガス規制対策  南平分署建替え事業　

128,160,000   6,384,813     5.0

136,050,000   6,447,900     4.7

176,180,000   5,695,250

173,230,000   5,872,693     3.4

142,590,000   6,160,690     4.3 消防自動車排気ガス規制対策  はしご車のオーバーホール

高機能消防指令・情報システム導入

消防車両更新・耐震性貯水槽設置・はしご車オーバーホール

3.1
207,930,000   6,301,833     3.0

消防車両更新・耐震性貯水槽設置・はしご車オーバーホール

鳩ヶ谷分署改築事業・消防車両更新・耐震性貯水槽の設置

鳩ヶ谷分署改築事業・消防車両更新・耐震性貯水槽の設置

仮称東消防署建設事業・消防車両更新・耐震性貯水槽の設置

仮称東消防署建設事業・消防車両更新・耐震性貯水槽の設置219,820,000   7,531,153     3.4
209,640,000   7,116,257     3.4

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

H２７年 H２８年 H２９年 H３０年 H３１年 R２年 R３年 R４年 R５年 R６年 R７年

（単位：百万円） 消防予算の推移
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警防科（第１１４期） 1 救急救命士養成事前教育訓練（第１回） 1

指揮隊長コース（第２９回） 1 救急救命士養成事前教育訓練（第２回） 2

査察マネジメントコース（第８回） 1 救急救命士養成教育（東京第６６期） 1

救急救命士養成教育（東京第６７期） 1

初任教育（第１４９期） 14 救急救命士養成教育（埼玉第２５期） 2

初任教育（第１５０期） 15 特別教育訓練（指導救命士養成研修） 2

救急科（第１５３期） 7 消　防　局

救急科（第１５４期） 7 新規採用職員配置前研修 18

救急科（第１５５期） 7 機関員養成講習 29

救助科（第３８期） 5 コンプライアンス研修 137

警防科（第２０期） 5 業務派遣報告会 87

予防査察科（第１４期） 5 女性職員研修 28

初級幹部科（第５２期） 4 救助技術研修 16

実火災訓練教育（第２１回） 2 消防隊員技術研修 16

実火災訓練教育（第２２回） 2 専任機関員講習 29

実火災訓練教育（第２３回） 2 新任指令管制配置前教育研修 8

実火災訓練教育（第２４回） 2 新規運用の救急救命士に対するプロトコール研修会 12

警防活動教育（第１９回） 6 応急手当指導員講習に係る追加講習 2

特殊災害科（第１２期） 4 三署合同研修 286

幹部特別教育（第３０４回） 1

埼　玉　県　消　防　学　校

令和６年度職員教養・研修実施結果一覧表（その１）

研修名 研修名

消　防　大　学　校 救　急　救　命　士
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中型自動車運転免許取得講習 17 自治体法務研修（基礎） 2

大型自動車運転免許取得講習 4 自治体法務研修（中級） 5

特殊小型船舶操縦士免許取得講習 4 法制執務研修 6

２級小型船舶操縦士免許取得講習 4 情報公開・個人情報保護研修会 5

潜水士（受験準備講習会・国家試験） 4 人権問題講座 137

潜水技術研修 1 電話応対基礎講座 7

ＰＷＣレスキュー（ドライバー・グラバー）レベル１講習 4 次年度定年延長者研修 9

玉掛け技能講習 2 認知症サポーター養成講座 9

小型移動式クレーン運転技能講習 2 不当要求防止責任者講習会 6

酸欠・硫化水素危険作業主任者技能講習 2 不当要求対応実戦型研修 4

主任無線従事者講習会 4 職員ＩＴ（アプリケーション基本操作）研修 2

予防技術検定 20 ホームページ管理システム操作研修 8

危険物取扱者保安講習 1 苦情対応講座 1

衛生推進者養成講習 1 コミュニケーションスキル研修 2

第一種衛生管理者（受験準備講習会・国家試験） 1 文章の磨き方講座 5

正副安全運転管理者法定講習 8 判断力強化研修 5

消防・救急緊急自動車運転技能者課程 3 仕事のミスが絶対なくなる頭の使い方講座 5

消防活動用無人偵察システム飛行認定者育成研修及びスキルアップ研修 14 自己理解・他者理解研修 1

テールゲートリフター操作業務に係る特別教育 2 RPA操作研修（プログラム入門） 2

行政管理講座 1 例規システム操作研修 6

令和６年度職員教養・研修実施結果一覧表（その２）

研修名 研修名

資　格　取　得　等　研　修 市　　役　　所
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正監 監 司令長 司令 司令補 士長 副士長 士 事務職員 合計

消 防 長 1 1

消防総務課 2 4 11 4(2) 2(1) 2 25(3)

予 防 課 1 1 3 13(1) 4 1 23(1)

警 防 課 1 1 3(1) 6 1 12(1)

救 急 課 1 1 2 3(2) 7(2)

指 令 課 1 1 6 16 4 2(2) 1 31(2)

小 計 1 4 6 18(1) 49(3) 13(2) 5(3) 0 3 99(9)

署 長 1(1) 1(1)

南署管理課 1 1 2 3(1) 2 9(1)

南署消防課 5 7 17 6 8 8 51

横曽根分署 1 4 12 9 6 5(3) 37(3)

青 木 分 署 1 2 9 4 4 5 25

南 平 分 署 1 4 16(1) 10 11(1) 5(1) 47(3)

小 計 2(1) 9 19 57(2) 31 29(1) 23(4) 170(8)

署 長 1 1

北署管理課 1 1 1(1) 2(1) 2(1) 7(3)

北署消防課 7 3 20 4 9 8(5) 51(5)

上青木分署 1 2 10 8 3 4 28

神 根 分 署 1 4 7 5 6 3 26

伊 刈 分 署 1 3 8 5 4 5 26

芝 園 分 署 1 4 8 3 6 5 27

小 計 2 12 17(1) 55(1) 27(1) 28 25(5) 166(8)

署 長 1 1

東署管理課 1 2 2(1) 3(2) 1(1) 9(4)

東署消防課 7 7(2) 26(1) 12 9(1) 1(1) 62(5)

新 郷 分 署 1 2 8 6 3 6 26

安 行 分 署 1 4(1) 12(1) 6 4(1) 9(1) 36(4)

戸 塚 分 署 1 3 7 5 5 6 27

小 計 2 10 18(3) 55(3) 32(2) 22(3) 22(2) 161(13)

1 10(1) 37 72(5) 216(9) 103(5) 84(7) 70(11) 3 596(38)

東

消

防

署

6年度 606 593607,279 1,024
5年度 604,894 606 591 1,024
4年度 605,067 601 590 1,026

1,020

1,091544

596

604,675 565 561 1,078

1,093
1,083

定数

29年度

610

28年度

7年度

556593,485

607,943

556

　職員配置状況　　　　　　　　　　    令和7年4月1日現在　※（　）内は女性職員数

合 計

消

防

局
南

消

防

署

人口

北

消

防

署

実数 職員1人あたりの人口

年度別職員数

1,065

30年度 601,055 565
596,505 546

555

3年度 607,750 587 576 1,055

令和元年度
2年度 608,390 580 571
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◎　勤続年数別職員数
現在

　（人）

正監 監 司令長 司令 司令補 士長 副士長 士 事 務 職 人　数 構成比

１ 年 未 満 17 17 3%

１ 年 以 上 ５ 年 未 満 20 53 73 12%

５ 年 以 上 １ ０ 年 未 満 30 56 2 88 15%

１０年以上１５年未満 57 54 8 119 20%

１５年以上２０年未満 2 90 19 111 18%

２０年以上２５年未満 19 17 36 6%

２５年以上３０年未満 5 28 12 45 8%

３ ０ 年 以 上 1 10 32 23 40 1 107 18%

総　　　　　数 1 10 37 72 216 103 84 70 3 596 100%

平　均　(年数） 41.0 37.9 33.4 27.7 20.1 11.6 6.0 1.5 14.0 16.5

令和7年4月1日

１年未満. １７人. 3％

１年以上５年未満. 

７３人. １２%

５年以上１０年未満. 

８８人. １５％

１０年以上１５年未満. 

１１９人. ２０%

１５年以上２０年未満. 

１１１人. １８%

２０年以上２５年未満. 

３６人. ６%

２５年以上３０年未満. 

４５人. ８%

３０年以上. 

１０７人. １８%
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◎　年齢別職員数
現在

　（人）

正監 監 司令長 司令 司令補 士長 副士長 士 事務職 人　　数 構成比

２ ０ 歳 未 満 6 6 1%

２０歳以上２５歳未満 17 45 62 10%

２５歳以上３０歳未満 16 66 19 2 103 17%

３０歳以上３５歳未満 39 54 1 94 16%

３５歳以上４０歳未満 63 28 91 15%

４０歳以上４５歳未満 7 56 5 68 12%

４５歳以上５０歳未満 1 32 19 52 9%

５０歳以上５５歳未満 27 24 18 1 70 12%

５ ５ 歳 以 上 1 10 9 9 21 50 8%

総　　　　　数 1 10 37 72 216 103 84 70 3 596 100%

平　均　(年齢） 59.0 57.3 53.4 49.3 41.8 33.0 26.2 23.0 36.3 37.8

令和7年4月1日

２０歳未満. ６人. １%
２０歳以上２５歳未満. 

６２人. １０%

２５歳以上３０歳未満. 

１０３人. １７%

３０歳以上３５歳未満. 

９４人. １６%
３５歳以上４０歳未満.

９１人. １５%

４０歳以上４５歳未満. 

６８人. １２%

４５歳以上５０歳未満. 

５２人. ９%

５０歳以上５５歳未満. 

７０人. １２%

５５歳以上. ５０人. ８%
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令和６年度第２６回防火ポスターコンクール(小学校低学年の部）金賞 
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火災予防 

住宅防火対策の推進 

国の統計によると、令和 5 年中の建物火災による死者数は 1,200 人で、火災による死

者の 79.8％を占めています。建物用途別にみると、住宅での死者数が 1,127 人で、建物

火災による死者数の 93.9％を占めています。 

また、令和 5 年中の住宅火災の死者（放火自殺者等を除く。）の発生状況を死に至った

経過別にみると、逃げ遅れが 415 人と最も多くなっています。さらに、住宅火災による

死者数（放火自殺者等を除く。）のうち 65 歳以上の高齢者の死者数は 762 人で、全体の

74.5％を占めています。 

当市では住宅火災による死者数の低減を図るため、火災予防条例において、新築や既

存住宅に関わらず平成 20 年 6 月 1 日から住宅用火災警報器の設置が義務化されました。

現在は、当初の設置義務化から 10 年以上経過したため、住宅用火災警報器の交換や作動

確認を促しています。 

また、火元を狙いやすく、高齢者や女性でも使いやすく、一般住宅で使用しやすいよ

うに開発された住宅用消火器の設置を推奨しています。 

さらに、市民へは、消防訓練など各消防行事等の機会を捉えて住宅用消火器及び住宅

用火災警報器設置の認知を図るため、ポスター・リーフレット、ホームページやバス車

内デジタルサイネージ広報を通じて、普及と点検の広報を行なっています。 

また、防火イベントの開催を通じて市民への防火意識の啓発を行い、住宅火災の発生

の低減に取り組んでいます。 

防火対象物の安全確保 

【消防同意】 

消防同意は、防火の専門的見地から建築物の新築、増築、改築、模様替え等を行うと

き、その設計の段階から積極的に介入して、建築物の火災予防上の安全性を高めること

を目的としています。 

 建築物に対して防火に関する各種法令の規定を用いて、消防用設備等や火気使用設備

等の防火上の安全性及び消防活動上の観点から、幅広く審査を行っています。

【消防用設備等の指導】 

消防法令及び火災予防条例では、建物等で災害が発生した場合、いち早く建物内の人々

に災害を報知して消火活動や避難を促すとともに、これらが安全、かつ、確実に行われ

るよう建築物の関係者等に消防用設備等の設置及び維持管理を義務づけています。 

 この消防用設備等の設置に関して、建築物の設計段階での事前相談や設置指導をはじ

め、完成検査を行い適正な消防用設備等の設置を図るとともに、設置後に消防用設備等

が適正に作動するよう点検結果報告に基づいて維持管理の指導に努めています。 
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【適正な防火管理業務の徹底】 

消防法では、多数の者が出入りし勤務し又は居住する防火対象物の管理について権原を

有する者は防火管理者を選任し、防火管理者に消防計画を作成させ、その消防計画に基

づき、消火・通報・避難訓練の実施、消防用設備等の点検・整備、火気の使用、取り扱

いの監督等防火管理上必要な業務等を遂行させなければならないと定められています。

危険物事故防止対策の推進

近年、全国的に危険物施設の老朽化に伴う火災・漏洩事故の増加が懸念されています。

危険物事故は社会的影響力が大きいことから、事故を未然に防ぐことを目的として、危

険物施設の設置・変更申請の審査、完成検査・立入検査等の実施、危険物の貯蔵・取り

扱い及び運搬に関する安全性確保の指導など危険物規制事務を行なうとともに、危険物

事業所における自主保安体制の強化を促し、危険物事故防止対策に努めています。 

第４７回事業所自衛消防隊訓練発表会（令和６年）
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危 険 物 施 設 数

消 防 課 0 5 0 0 11 0 3 0 19 3 2 0 0 5 10 29

横 曽 根 分 署 0 5 0 4 4 0 3 1 17 3 5 1 1 3 13 30

南 平 分 署 19 39 19 2 22 0 16 3 101 9 8 0 0 27 44 164

青 木 分 署 0 4 0 0 7 0 1 0 12 3 1 0 0 3 7 19

小 計 19 53 19 6 44 0 23 4 149 18 16 1 1 38 74 242

消 防 課 0 1 0 1 5 0 8 0 15 2 0 0 0 4 6 21

上 青 木 分 署 0 2 0 1 12 0 3 0 18 3 1 0 0 6 10 28

神 根 分 署 0 1 0 1 11 0 13 2 28 6 6 0 0 8 20 48

伊 刈 分 署 8 4 7 0 11 0 0 2 24 3 1 0 0 6 10 42

芝 園 分 署 0 2 0 0 1 0 0 0 3 1 1 0 0 1 3 6

小 計 8 10 7 3 40 0 24 4 88 15 9 0 0 25 49 145

消 防 課 0 14 0 1 10 0 1 0 26 5 0 0 1 5 11 37

新 郷 分 署 1 29 1 0 17 0 10 1 58 4 10 2 0 9 25 84

安 行 分 署 0 6 0 0 5 0 2 0 13 3 1 0 0 3 7 20

戸 塚 分 署 0 0 0 0 3 0 0 0 3 3 4 0 0 3 10 13

小 計 1 49 1 1 35 0 13 1 100 15 15 2 1 20 53 154

28 112 27 10 119 0 60 9 337 48 40 3 2 83 176 541

※営業用給油取扱所には、船舶用給油取扱所の１施設を含む

令和７年３月３１日現在

合　　　　計

製

造

所

数

屋

内

貯

蔵

所

南

消

防

署

北

消

防

署

東

消

防

署

第

一

種

販

売

取

扱

所

営

業

用

給

油

取

扱

所

第

二

種

販

売

取

扱

所

一

般

取

扱

所

地

下

タ

ン

ク

貯

蔵

所

簡

易

タ

ン

ク

貯

蔵

所

取　扱　所　数

小

計

移

動

タ

ン

ク

貯

蔵

所

屋

外

貯

蔵

所

自

家

給

油

取

扱

所

合

計

貯　蔵　所　数

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

所

屋

内

タ

ン

ク

貯

蔵

所

小

計

施

設

別所

属

別
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危険物施設立入検査の状況 令和６年度中 

実

施

率

交

付

率

（％） （％）

消 防 課 26 0 26 100.0 0 0.0 0

横 曽 根 分 署 27 0 27 100.0 0 0.0 0

南 平 分 署 151 0 151 100.0 3 2.0 3

青 木 分 署 18 0 18 100.0 0 0.0 0

小 計 222 0 222 100.0 3 1.4 3

消 防 課 11 0 11 100.0 1 9.1 1

上 青 木 分 署 25 2 25 100.0 0 0.0 0

神 根 分 署 35 0 35 100.0 1 2.9 2

伊 刈 分 署 42 1 42 100.0 1 2.4 1

芝 園 分 署 6 0 6 100.0 0 0.0 0

小 計 119 3 119 100.0 3 2.5 4

消 防 課 37 0 37 100.0 1 2.7 1

新 郷 分 署 74 3 74 100.0 0 0.0 0

安 行 分 署 21 0 21 100.0 1 4.8 2

戸 塚 分 署 13 0 13 100.0 0 0.0 0

小 計 145 3 145 100.0 2 1.4 3

486 6 486 100.0 8 1.6 10

（注）移動タンク貯蔵所を除く。

立入検査結果通知書交付

施

設

数

休

止

施

設

数

立

入

検

査

実

施

数

交

付

施

設

数

指

摘

事

項

数

南

消

防

署

北

消

防

署

東

消

防

署

合　　　計

立入検査実施数項

目

別

所

属

別
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移動タンク貯蔵所立入検査結果       令和６年度中

施  設  数 検 査 実 施 数 実 施 率（％） 指 導 件 数

５３ ５３ １００ １

危険物規制事務処理状況              令和６年度中

内       容 件数 内       容 件数 

危険物製造所等設置許可  ７ 仮 貯 蔵・仮 取 扱 承 認 １１ 

危険物製造所等変更許可 ２８ 予  防  規  程  認  可  ９ 

完  成  検  査 （設置）  ４ 危 険 物 関 係 違 反 処 理  ０ 

完  成  検  査 （変更） ２８ 火  薬  類  の  許  可  ４ 

完 成 検 査 前 検 査 

  （液体危険物タンク検査） 

条 例 タ ン ク 検 査      
４２ 保 安 監 督 者 等 届 出 ７２ 

仮 使 用 承 認 １３ 危 険 物 関 係 各 種 届 出 １４５

合       計 ３６３

令和７年度危険物安全週間推進標語 

「危険物 無事故へ挑む ゴング鳴る」 
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総計
指導無し 指導有り 消防法 建築基準法 その他

A D
〔B+C〕 B C 〔D≦E+F+G〕 E F G A+D

665 665 665

26 26 26

2 2 2

3 3 3

696 696 696

建築同意事務処理状況

申請
要旨

模様替

その他

合計

新築

用途変更

増築

改築

移転

修繕

同意
不同意の理由

不同意
令和６年度中

小計 小計

-
3
6
-



令和６年度中
地上5階 地上5階

　対　象　物 総数 未満(地下 以上 小計 うち地下 うち地下 うち地下 地下のみ 立入検査
（防火対象物数） のみを除く) 1階 2階 3階以下

●＝特定防火対象物 (A+B+F) A B (A+B) C D E F

(1)項 イ ● 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 14 11 3 14 4 3

ロ ● 公会堂又は集会場 133 130 3 133 6 10

(2)項 イ ● キャバレー、カフェ、ナイトクラブ　等 2 2 2

ロ ● 遊技場又はダンスホール 24 21 3 24 2 8

ハ ● 性風俗関連特殊営業を営む店舗等 2 1 1 2

二 ● カラオケボックス、個室ビデオ等 8 8 8 3

(3)項 イ ● 待合、料理店　等 1 1 1 1

ロ ● 飲食店 161 160 1 161 1 27

(4)項 ● 百貨店、マーケット、展示場　等 430 427 3 430 12 54

(5)項 イ ● 旅館、ホテル又は宿泊所 34 13 21 34 5 31

　 ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 7,330 5,878 1,452 7,330 231 207

(6)項 イ ● 病院、診療所又は助産所 133 113 20 133 9 1 49

ロ ● 老人短期入所施設、特別養護老人ホーム等 193 181 12 193 8 125

ハ ● 老人ディサービス、保育所　等 237 237 237 5 103

ニ ● 幼稚園又は特別支援学校 47 47 47 1 12

(7)項 小、中学校、高等学校、大学、各種学校 287 277 10 287 4 27

(8)項 図書館、博物館、美術館　等 5 5 5

(9)項 イ ● 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場　等 15 8 7 15 5 1

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 7 6 1 7 1

(10)項 車両の停車場、船舶・航空機の発着場 3 3 3 2

(11)項 神社、寺院、教会　等 116 116 116 5 3

(12)項 イ 工場又は作業場 1,671 1,663 8 1,671 5 1 161

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ 1 1 1

(13)項 イ 自動車車庫又は駐車場 100 92 8 100 7 2 13

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫
(14)項 倉庫 1,149 1,139 10 1,149 6 149

(15)項 全各項に該当しない事業所 959 896 61 957 67 10 1 2 79

(16)項 イ ● 特定用途部分を有する複合用途防火対象物 1,390 1,040 350 1,390 122 11 1 333

ロ イに掲げる以外の複合用途防火対象物 1,157 960 197 1,157 48 4 1 76

16の2項 ● 地下街
16の3項 ● 準地下街
(17)項 重要文化財、重要美術品として認定された建造物 14 14 14 1 3

15,623 13,450 2,171 15,621 555 31 3 2 1,478

※　防火対象物数は令和７年３月３１日現在

合 計

防火対象物数・立入検査実施状況

-
3
7
-



　対　象　物

●＝特定防火対象物 〔A+B〕 A Ｃ Ｄ Ｅ

(1)項 イ ● 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 5 5 5 5

ロ ● 公会堂又は集会場 57 57 54 50

(2)項 イ ● キャバレー、カフェ、ナイトクラブ　等 1 1

ロ ● 遊技場又はダンスホール 20 17 16 16 3 1 1 3 2 1 1 1

ハ ● 性風俗関連特殊営業を営む店舗等 2 2 2 2

ニ ● カラオケボックス、個室ビデオ等 7 7 7 7

(3)項 イ ● 待合、料理店　等

ロ ● 飲食店 88 86 73 71 2 1 3 1 1 2 1

(4)項 ● 百貨店、マーケット、展示場　等 221 210 174 161 11 1 4 9 5 6 7 6

(5)項 イ ● 旅館、ホテル又は宿泊所 29 29 27 26

　 ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 1140 1,107 729 676 33 3 7 16 8 2 9 10 8

(6)項 イ ● 病院、診療所又は助産所 47 46 43 42 1 1 2 1

ロ ● 老人短期入所施設、特別養護老人ホーム等 166 164 159 158 2 1 2 1 1 1 1

ハ ● 老人ディサービス、保育所　等 152 149 140 136 3 3 6 3

ニ ● 幼稚園又は特別支援学校 35 35 33 33

(7)項 小、中学校、高等学校、大学、各種学校 91 90 84 80 1 1 2 1

(8)項 図書館、博物館、美術館　等 3 3 3 3

(9)項 イ ● 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場　等 14 10 10 10 4 4 8 4

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 4 4 3 3

(10)項 車両の停車場、船舶・航空機の発着場 2 2 2 1

(11)項 神社、寺院、教会　等 40 40 21 18

(12)項 イ 工場又は作業場 75 74 58 51 1 1 3 1

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ

(13)項 イ 自動車車庫又は駐車場 1 1 1 1

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫

(14)項 倉庫 44 41 29 26 3 2 5 2 1 1 1

(15)項 全各項に該当しない事業所 150 146 114 113 4 1 1 2 5 2

(16)項 イ ● 特定用途部分を有する複合用途防火対象物 752 379 280 253 373 32 97 542 33 102 22 150 329 24 129

ロ イに掲げる以外の複合用途防火対象物 165 92 59 43 73 12 9 16 5 20 27 41 23

16の2項 ● 地下街

16の3項 ● 準地下街

(17)項 重要文化財、重要美術品として認定された建造物 1 1 1 1

3312 2797 2127 1986 515 50 132 617 38 152 24 198 397 24 172

※

※
※

　甲種防火対象物（特定防火対象物で延べ面積３００㎡以上、非特定防火対象物で延べ面積５００㎡以上）で、収容人員が特定防火対象物で３０人以上、非特定防
火対象物で５０人以上のもの。

　令第３条第３項該当とは、甲種防火対象物のうち乙種防火管理講習の課程を修了した者を防火管理者とすることができる防火対象物の部分のもの。

令和７年３月３１日現在

一部分の
消防計画
届出済
防火

対象物数

届出済防火管理者数

防火管理者が2人以上
選任されているもの

令第3条
第3項
非該当

令第3条
第3項
該当

合 計

令第3条
第3項
該当

甲種防火対象物防火管理者選任状況

管理権原が2以上に分かれている対象物

部分的に防火管理者の
選任がなされているもの

届出済防火管理者数
該当防火
対象物数

対象
物数 令第3条

第3項
非該当

全体の
消防計画
届出済

対象物数

一部分の
消防計画
届出済

防火対象物数

対象物数

 （6）項ロ、（16）項イ及び（16の2）項の防火対象物（同表(16)項イ及び(16の2）項は、（６）項ロの用途部分に限る。）で１０人以上のもの。

管理権原が単一の対象物

防火管理者の選任が完全に実施されているもの

消防計画

B
〔B≧

C+D+E〕

対象物数

防火
管理者
届出済

対象物数

消防計画
届出済

対象物数

全管理権原者が
共同して1人の

防火管理者を

選任している

対象物数

対象
物数

-
3
8
-



　対　象　物

対象物数

●＝特定防火対象物 〔A+B〕 A
B

〔B≧C+D+E〕 Ｃ D E
(1)項 イ ●劇場、映画館、演芸場又は観覧場

ロ ●公会堂又は集会場 60 60 43 40

(2)項 イ ●キャバレー、カフェ、ナイトクラブ　等 1 1

ロ ●遊技場又はダンスホール
ハ ●性風俗関連特殊営業を営む店舗等
ニ ●カラオケボックス、個室ビデオ等 1 1 1 1

(3)項 イ ●待合、料理店　等 1 1 1 1

ロ ●飲食店 51 51 42 42

(4)項 ●百貨店、マーケット、展示場　等 58 58 20 17

(5)項 イ ●旅館、ホテル又は宿泊所
　 ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 28 28 19 12

(6)項 イ ●病院、診療所又は助産所
ロ ●老人短期入所施設、特別養護老人ホーム等

ハ ●老人ディサービス、保育所　等 15 15 14 14

ニ ●幼稚園又は特別支援学校
(7)項 小、中学校、高等学校、大学、各種学校
(8)項 図書館、博物館、美術館　等
(9)項 イ ●公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場　等

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 2 2 1 1

(10)項 車両の停車場、船舶・航空機の発着場
(11)項 神社、寺院、教会　等 20 20 10 8

(12)項 イ 工場又は作業場
ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ

(13)項 イ 自動車車庫又は駐車場
ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫

(14)項 倉庫
(15)項 全各項に該当しない事業所 31 29 10 9 2

(16)項 イ ●特定用途部分を有する複合用途防火対象物 113 73 36 32 40 6 1 2 7 14 20 6

ロ イに掲げる以外の複合用途防火対象物 20 14 7 3 6 1 1 2 2 2

16の2項 ●地下街
16の3項 ●準地下街
(17)項 重要文化財、重要美術品として認定された建造物 1 1 1 1

402 354 205 181 48 7 1 2 8 16 22 8

※

　　※　（16）項イ及び(16の2）項の防火対象物は、（6）項ロの用途部分を除くもの。

　乙種防火対象物（特定防火対象物で延べ面積３００㎡未満、非特定防火対象物で延べ面積５００㎡未満）で、収容人員が特定防火対象物で３０人以上、非特
定防火対象物で５０人以上のもの。

消防計画

届出済
防火管
理者数

消防計画
届出済

対象物数

全管理権原者が
共同して1人の
防火管理者を
選任している

対象物数
全体の消防
計画届出済
対象物数

乙種防火対象物防火管理者選任状況

管理権原が単一の対象物 管理権原が2つ以上に分かれている対象物

部分的に防火管理者の
選任がなされているもの

防火管理者の選任が完全に実施されているもの
該当防火
対象物数 防火管理者

届出済
対象物数 対象物数

届出済
防火管
理者数

一部分の消防
計画届出済

防火対象物数

令和７年３月３１日現在

一部分の
消防計画
届出済

防火対象物数

合 計

対象物数
防火管理者が2人以上
選任されているもの

対象物数

-
3
9
-



令和６年度中

　対　象　物

●＝特定防火対象物 高層 高層 高層

(1)項 イ ● 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 5 5
ロ ● 公会堂又は集会場 5 32 7 30 1

(2)項 イ ● キャバレー、カフェ、ナイトクラブ　等 1
ロ ● 遊技場又はダンスホール 2 10 4 9 2 1 1
ハ ● 性風俗関連特殊営業を営む店舗等 2 2
ニ ● カラオケボックス、個室ビデオ等 2 4 2 4

(3)項 イ ● 待合、料理店　等 1 1
ロ ● 飲食店 24 36 25 36 2

(4)項 ● 百貨店、マーケット、展示場　等 40 94 45 93 3 1 1
(5)項 イ ● 旅館、ホテル又は宿泊所 5 10 7 7
　 ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 23 4 2

(6)項 イ ● 病院、診療所又は助産所 11 23 11 22 2 1 1
ロ ● 老人短期入所施設、特別養護老人ホーム等 46 108 45 113 3 2 2
ハ ● 老人ディサービス、保育所　等 79 97 63 118 2 1 1
ニ ● 幼稚園又は特別支援学校 17 12 6 21

(7)項 小、中学校、高等学校、大学、各種学校 1
(8)項 図書館、博物館、美術館　等
(9)項 イ ● 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場　等 12 12 4 4 4

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場
(10)項 車両の停車場、船舶・航空機の発着場
(11)項 神社、寺院、教会　等
(12)項 イ 工場又は作業場 2 1 1

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ
(13)項 イ 自動車車庫又は駐車場

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫
(14)項 倉庫 1 1 1
(15)項 全各項に該当しない事業所 3
(16)項 イ ● 特定用途部分を有する複合用途防火対象物 126 200 124 204 380 53 151 34 149 34

ロ イに掲げる以外の複合用途防火対象物 67 14 16 7 16 7
16の2項 ● 地下街
16の3項 ● 準地下街
(17)項 重要文化財、重要美術品として認定された建造物

358 645 340 676 497 67 183 41 179 41

※　色付の欄は、届出義務が無いもの

消火・避難訓練及び統括防火管理実施状況

訓練実施対象物数 統括防火管理

消火訓練 避難訓練
対象物数

統括防火管理者
選任届出対象物数

全体についての
消防計画届出

対象物数１回
実施

2回以上
実施

1回
実施

2回以上
実施

合 計
※　統括防火管理実施状況は、令和７年３月３１日現在

-
4
0
-



総数 総数

　対　象　物 1000㎡未満 1000㎡以上 1000㎡未満 1000㎡以上 1000㎡以上 1000㎡未満 1000㎡以上 1000㎡未満

●＝特定防火対象物 B C E F

(1)項 イ ● 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 14 5 9 6 2 4 9 4

ロ ● 公会堂又は集会場 134 109 25 77 54 23 25 1 23

(2)項 イ ● キャバレー、カフェ、ナイトクラブ　等 2 2 1

ロ ● 遊技場又はダンスホール 24 12 12 14 6 8 12 8

ハ ● 性風俗関連特殊営業を営む店舗等 2 2 2 2 2 2

ニ ● カラオケボックス、個室ビデオ等 8 6 2 7 5 2 2 2

(3)項 イ ● 待合、料理店　等 1 1 1 1

ロ ● 飲食店 155 152 3 102 100 2 3 3 2 1

(4)項 ● 百貨店、マーケット、展示場　等 391 287 104 289 202 87 104 1 84 1

(5)項 イ ● 旅館、ホテル又は宿泊所 37 17 20 29 12 17 20 1 5 15 1 3

　 ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅 6,575 5,034 1,541 3,580 2,264 1,316 1,483 1,281

(6)項 イ ● 病院、診療所又は助産所 116 76 40 82 49 33 40 1 32 1

ロ ● 老人短期入所施設、特別養護老人ホーム等 178 72 106 155 62 93 106 1 2 86 1 2

ハ ● 老人ディサービス、保育所　等 245 223 22 196 179 17 22 2 14 1

ニ ● 幼稚園又は特別支援学校 42 19 23 32 10 22 23 22

(7)項 小、中学校、高等学校、大学、各種学校 272 71 201 129 18 111 197 110

(8)項 図書館、博物館、美術館　等 5 3 2 3 2 1 2 1

(9)項 イ ● 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場　等 15 13 2 11 10 1 2 4 1 3

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場 7 6 1 1

(10)項 車両の停車場、船舶・航空機の発着場 3 1 2 3 1 2 2 2

(11)項 神社、寺院、教会　等 96 84 12 42 32 10 11 9

(12)項 イ 工場又は作業場 1,534 1,215 319 525 316 209 293 191

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ 1 1

(13)項 イ 自動車車庫又は駐車場 100 44 56 45 14 31 55 30

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫

(14)項 倉庫 1,036 749 287 467 253 214 271 201

(15)項 全各項に該当しない事業所 793 599 194 369 219 150 192 149

(16)項 イ ● 特定用途部分を有する複合用途防火対象物 1,265 939 326 629 396 233 326 10 16 223 6 9

ロ イに掲げる以外の複合用途防火対象物 971 801 170 379 235 144 163 139

16の2項 ● 地下街

16の3項 ● 準地下街

(17)項 重要文化財、重要美術品として認定された建造物 13 12 1 7 6 1 1 1

14,035 10,555 3,480 7,181 4,450 2,731 3,365 14 36 2,630 10 21

※　点検指定対象物は、点検を要する防火対象物のうち、消防設備士又は消防設備点検資格者が点検をしなければならない防火対象物の数
※　特定一階段等とは、特定用途が３階以上の階または地階に存し、避難階または地上に直通する階段が２（屋外階段は１）以上設けられていないもの

点検指定対象物

要点検対象物 報告済対象物

特定一
階段等

特定一
階段等

特定一
階段等

特定一
階段等

消防用設備等の点検結果報告実施状況

※　報告済防火対象物は､特定防火対象物にあっては令和６年度中とし、非特定防火対象物にあっては令和４年～令和６年度中の合計
※　点検を要する防火対象物は、令和７年３月３１日現在

点検を要する防火対象物 報告済防火対象物

A
〔B+C〕
〔A≧D〕

D
〔E+F〕

合 計

-
4
1
-



　対　象　物

複数 複数 基準 複数 基準 複数 複数 複数

●＝特定防火対象物 権原 権原 適合 権原 適合 権原 権原 権原

(1)項 イ ● 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 5 1

ロ ● 公会堂又は集会場 32 3 4 4 4 6 1

(2)項 イ ● キャバレー、カフェ、ナイトクラブ　等 1 1

ロ ● 遊技場又はダンスホール 15 2 6 2 1 10

ハ ● 性風俗関連特殊営業を営む店舗等 1 1

ニ ● カラオケボックス、個室ビデオ等

(3)項 イ ● 待合、料理店　等

ロ ● 飲食店 7

(4)項 ● 百貨店、マーケット、展示場　等 57 7 3 14 7 1 28 2

(5)項 イ ● 旅館、ホテル又は宿泊所 1 7 1 1 2 1 1 4

(6)項 イ ● 病院、診療所又は助産所 11 3 3 2 8

ロ ● 老人短期入所施設、特別養護老人ホーム等 7 2 1 1 1 1 1 2

ハ ● 老人ディサービス、保育所　等 4 5 1 1 2

ニ ● 幼稚園又は特別支援学校 13 1 4 3 1 6 1

(9)項 イ ● 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場　等 4 1 7 2 3 3 1 1 4

(16)項 イ ● 特定用途部分を有する複合用途防火対象物 120 85 64 44 32 5 17 6 1 2 1 256 18

16の2項 ● 地下街

270 95 104 47 66 26 17 12 5 2 10 1 319 32

※　第２号該当とは、法第８条第１項の防火対象物で特定一階段等のもの

※　全ての管理権原が点検報告済の防火対象物数、全ての管理権原が特例認定済の防火対象物数、管理権原毎の点検報告件数、管理権原毎の認定件数

※  第１号該当とは、特定防火対象物で収容人員が３００人以上のもの

第1号該当 第2号該当

該当防火対象物数

※　該当防火対象物数については、令和７年３月３１日現在

第1号該当

合 計

防火対象物定期点検報告等の実施状況

第1号
該当

第2号
該当

第1号
該当

第2号
該当

管理権原毎の
点検結果報告

件数

Ｃ

管理権原毎の
認定件数

全ての管理権原が
点検結果報告済の防火対象物数

Ｄ Ｅ

　については、令和６年度中のもの

第2号該当 第1号該当 第2号該当

A
〔A≧B+C〕 B

全ての管理権原が
特例認定済の防火対象物数

-
4
2
-



１ 火災の概況  

１ 火災件数 

市内で発生した火災件数は131件です。この件数は市内において約2.8日に1件の割合で火

災が発生したことになります。 

また、過去10年間の平均件数は年間123件であり、平均件数を上回ったことになります。 

さらに、過去10年間の平均損害額は150,192千円であり、こちらも平均損害額を上回ったこ

とになります。 

-43-



２ 火災種別 

火災種別ごとにみると、建物火災が91件（69％）であり、全体の半数以上を占めています。 

※その他（船舶・航空機含む） 

３ 焼損程度 

建物火災を焼損程度別（類焼含む）にみると、全体で104棟焼損し、前年と比べ19棟減少し

ています。 

焼損棟数を建物火災件数で除すると、建物火災1件あたり約1.1棟焼損しています。 
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２ 火災による死傷者状況 

１ 火災による死者 

火災による死者は5人で、前年と同数になっています。 

また、5人すべてが建物火災で発生しています。 

２ 火災による負傷者 

火災による負傷者は30人で、前年と比べると9人増加しています。 

また、負傷者の多くは建物火災で発生しており、火炎、煙及び飛散物等により受傷していま

す。 
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３ 出火原因状況 

出火原因別にみると、「その他・不明」を除くワースト3は「放火（疑い含む）」・「こんろ」・

「たばこ」であり、近年、放火(疑い含む)及びこんろによる火災が増加しています。 

 「放火（疑い含む）」・・・【15.2％】 

「こんろ」・・・・・・・・【14.5％】 

「たばこ」・・・・・・・・【10.6％】 

※合計件数に対する割合 
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消防関連制度 

川口市消火器消火薬剤の詰替え等に関する制度（令和４年４月１日施行）

消火器を市内における火災の消火に使用した場合に、消火薬剤の詰替え等を無償で行う

ことにより、初期消火体制の推進を図り、もって延焼を防止することを目的とするもの

です。 

対象となる消火器の使用区分は・・・・・ 

市内における火災の消火に使用したもの（火災が発生した消防対象物の所有者、管理

者及び占有者並びに火災を発生させた者及び火災の発生に直接関係がある者が所有し、

管理し、又は占有する消火器は除きます。） 

対象となる消火器の種別は・・・・・ 

① 粉末消火器 4 型以上 20 型以下 

② そのほか、市長が特に必要と認めるもの 

※ 令和 6 年度中の実績は、6 件の事案が発生し、9 本の薬剤詰替えを行い、初期消火体

制の充実強化を図りました。 

川口市防火防災訓練補償制度（平成１３年９月２７日改正施行） 

市又は民間防災組織が行う防火防災訓練その他これらに準ずる防火防災訓練に参加

した者が、当該訓練中の事故により死亡、又は障害を受けて入院をした場合において行

う災害補償制度です。 

補償の対象となる防火防災訓練 

① 市が行う防火防災訓練で市内の民間防災組織が参加したもの。 

② 民間防災組織が自主的に行う防火防災訓練で、川口市長に防火防災訓練計画届出書

の提出があったもの。 

③ ①、②に準ずる方法により実施した防火防災訓練で市内の町会・自治会または婦人

会等が防火防災訓練に参加したもの。 

２０２５年度全国統一防火標語 

「急ぐ日も 足止め火を止め 準備よし」
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警  防 

市民生活の安全を確保し安心を高めるために、消防部隊を効率的に運用し災害発生時に迅速な

人命救助・消火活動を展開するための消火訓練や救出訓練を計画的に実施しています。 

また、令和6年度から消防隊員技術研修を開始し、指揮隊及び特別消火小隊の隊員並びに埼玉

県消防学校警防活動教育修了者を教官に指定し、消火戦術の習得及び活動戦術の普及を図るなど、

常に消防活動の充実強化を推進しています。 

消防活動を行う上で必要不可欠な消防水利については、関係部局と連携を図りながら、国が定

める「消防水利の基準」に基づき消火栓の整備を計画的に進め、震災時などに消火栓が使えなく

なることを考慮した、耐震性貯水槽の整備を計画的に進めています。 

更に、消防活動を行う上で消防水利と共に不可欠な消防自動車についても、変化する消防需要

に的確に対応し、大規模・複雑多様化する災害から迅速に人命を救助するための水槽付消防ポン

プ自動車などの整備を積極的に推進しています。 

～ 消防隊員技術研修 ～
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1 警防活動状況  

R5 R6
前年比

(増減数）
R5 R6

前年比
(増減数）

R5 R6
前年比

(増減数）
R5 R6

前年比
(増減数）

94 91 ▲ 3 926 672 ▲ 254 926 672 ▲ 254 2,985 2,104 ▲ 881

0 0 0 0

14 8 ▲ 6 83 56 ▲ 27 83 56 ▲ 27 280 179 ▲ 101

0 0 0 0

0 0 0 0

34 32 ▲ 2 293 210 ▲ 83 293 210 ▲ 83 943 660 ▲ 283

142 131 ▲ 11 1,302 938 ▲ 364 1,302 938 ▲ 364 4,208 2,943 ▲ 1,265

28 21 ▲ 7 67 41 ▲ 26 67 41 ▲ 26 231 141 ▲ 90

170 152 ▲ 18 1,369 979 ▲ 390 1,369 979 ▲ 390 4,439 3,084 ▲ 1,355

電気 8 14 6 27 21 ▲ 6 27 21 ▲ 6 84 68 ▲ 16

ガス 4 5 1 4 8 4 4 8 4 14 26 12

危険物 124 111 ▲ 13 148 140 ▲ 8 148 140 ▲ 8 537 512 ▲ 25

その他 78 125 47 255 478 223 255 478 223 833 1,290 457

小計 214 255 41 434 647 213 434 647 213 1,468 1,896 428

493 689 196 796 965 169 796 965 169 2,761 3,325 564

13 10 ▲ 3 15 12 ▲ 3 15 12 ▲ 3 52 43 ▲ 9

19 3 ▲ 16 19 3 ▲ 16 19 3 ▲ 16 65 12 ▲ 53

1,259 1,283 24 1,262 1,312 50 1,262 1,312 50 4,727 4,923 196

157 266 109 309 454 145 309 454 145 1,058 1,529 471

2,155 2,506 351 2,835 3,393 558 2,835 3,393 558 10,131 11,728 1,597

32 54 22 88 131 43 88 131 43 306 462 156

2,187 2,560 373 2,923 3,524 601 2,923 3,524 601 10,437 12,190 1,753

航空機

その他

小計

項目

出場件数 出場車両 出場部隊 出場人員

水災

救急支援

その他

種別

火
災

建物

林野

車両

船舶

小計

応援

合計

応援

合計

そ
の
他
の
災
害

危
険
排
除

誤認・誤報

いたずら

（▲減）
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2 消防水利現況 

100 以上
1
(1)

2
(2)

1
(1)

0
(0)

4
（4）

0
(0)

0
(0)

0
(0)

2
（2）

0
(0)

2
（2）

19
(19)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

19
(19)

25
(25)

60 ～100 未満
17
(7)

6
(5)

6
(6)

12
(12)

41
（30）

3
(3)

10
(10)

4
(4)

3
（3）

2
(2)

22
（22）

3
(3)

5
(5)

4
(4)

16
(16)

28
(28)

91
(80)

40 ～60 未満
30
(4)

26
(4)

10
(2)

15
(8)

81
（18）

4
(4)

1
(1)

4
(2)

1
（1）

2
(2)

12
（10）

29
(1)

5
(4)

4
(2)

6
(5)

44
(12)

137
(40)

20 ～40 未満
14
(0)

29
(0)

29
(0)

39
(2)

111
（2）

43
(0)

49
(2)

97
(5)

32
（2）

31
(1)

252
（10）

15
(0)

86
(3)

112
(4)

89
(9)

302
(16)

665
(28)

20 未満
1
(0)

2
(0)

0
(0)

0
(0)

3
（0）

1
(0)

1
(0)

5
(0)

0
（0）

0
(0)

7
（0）

5
(0)

1
(0)

0
(0)

1
(0)

7
(0)

17
(0)

小計
63
(12)

65
(11)

46
(9)

66
(22)

240
（54）

51
(7)

61
(13)

110
(11)

38
（8）

35
(5)

295
（44）

71
(23)

97
(12)

120
(10)

112
(30)

400
(75)

935
(173)

100 以上 5 7 0 4 16 0 4 4 0 1 9 8 0 0 1 9 34

60 ～100 未満 11 7 2 8 28 1 8 10 1 1 21 6 1 0 1 8 57

40 ～60 未満 60 36 25 45 166 6 12 28 5 8 59 68 14 11 20 113 338

20 ～40 未満 187 178 153 130 648 74 56 52 44 28 254 14 90 49 213 366 1268

20 未満 4 4 3 3 14 2 3 2 1 0 8 0 3 0 1 4 26

小計 267 232 183 190 872 83 83 96 51 38 351 96 108 60 236 500 1723

地上式 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 5 5

地下式 323 450 346 809 1928 415 534 681 377 263 2270 720 740 552 894 2906 7104

小計 323 450 346 809 1928 415 534 681 377 263 2270 725 740 552 894 2911 7109

地上式 0 0 0 42 42 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 44

地下式 0 0 1 0 1 0 0 4 0 0 4 4 0 2 1 7 12

小計 0 0 1 42 43 0 0 4 0 0 4 6 0 2 1 9 56

6 6 6 13 31 4 7 9 4 4 28 9 6 6 9 30 89

0 0 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 3

0 3 2 3 8 0 1 0 2 0 3 0 0 0 0 0 11

6 9 9 17 41 4 8 9 6 4 31 9 7 6 9 31 103

659 756 585 1124 3124 553 686 900 472 340 2951 907 952 740 1252 3851 9926

（令和７年４月１日現在）

伊
刈
分
署

消
防
課

横
曽
根
分
署

種
別

芝
園
分
署

小
計

北消防署

消
防
課

東消防署

その他

小計

防
火
水
槽

消
火
栓

そ
の
他

公
設

私
設

私
設

公
設

池

※防火水槽欄中（　　）内は、耐震性貯水槽を示す。

総
合
計

所
属

安
行
分
署

戸
塚
分
署

小
計

総合計

プール

青
木
分
署

新
郷
分
署

南
平
分
署

小
計

南消防署

消
防
課

上
青
木
分
署

神
根
分
署
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救  助 

１ 救助隊の編成状況 

本市の救助業務は、昭和 42 年 8 月に 24ｍ級はしご車を配備し、救助隊として発足した

ことから始まり、社会情勢の急激な発展に伴う災害の複雑多様化に対応するため、昭和 47

年 4 月に特別救助隊を発足しました。その後、「救助隊の編成、装備及び配置の基準を定

める省令」（昭和 61 年 10 月 1 日自治省令第 22 号）の施行に伴い、順次救助隊を配備して

現在の体制の基礎を整備しました。更に、地震等の大規模災害や通常の消防力では対応が

困難な災害に備え、平成 26 年 4 月 1 日に高度救助隊、令和 2 年 4 月 1 日に特別高度救助

隊を発足しました。 

現在は、救助工作車 3台、はしご車 2台、屈折はしご車 1台、特殊災害対応自動車 1台、

コンテナ式多用途資機材搬送車 1台、クレーン付き資機材搬送車 1台、支援車 1台、消防

ポンプ自動車 2台を、特別高度救助隊 1隊、高度救助隊 1隊、特別救助隊 1隊及び救助隊

3隊の総勢 68 名で運用しています。 

～  川口市消防局屋外訓練場を使用した訓練 ～

２ 緊急消防援助隊 

 緊急消防援助隊は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ平成 7 年 6 月に創設されました。

国内において大規模災害や特殊災害等が発生した際、消防庁長官による出動の求め又は指

示に基づき、災害発生地域や災害種別に応じ緊急消防援助隊が編成され出動します。 

埼玉県における緊急消防援助隊の登録隊数は、287 隊（令和 7年 4月 1日現在）であり、

このうち当市の登録状況は、県大隊指揮隊 1隊、救助小隊 1隊、救急小隊 6隊、消火小隊

6 隊、後方支援小隊 3 隊、特殊災害小隊 3 隊及び特殊装備小隊 1 隊の計 21 隊 81 名（重複

登録 3隊、計 18 隊 70 名）を登録しています。 
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派遣 

決定 

報告

派遣要請 

市長 

外務省 総務省消防庁 

ＩＲＴ 

消防局 

参加 

編成 

派遣要請 救援要請 

被災国 
同意 同意 

警察庁・海上保安庁 

３ 国際消防救助隊（ＩＲＴ－ＪＦ：International Rescue Team of Japan Fire-Service） 

昭和 60 年にコロンビアのネバド・デル・ルイス火山が噴火する災害が発生し多くの尊

い命が失われました。その経験を基に、自治省消防庁（現在の総務省消防庁）において、

国外で大規模災害が発生した際に消防本部から救助隊を派遣する制度について検討され

た結果、国内各自治体の高度な救助技術を持つ救助隊を迅速に被災地へ派遣し救助活動に

あたらせる「国際消防救助隊（ＩＲＴ）」が昭和 61 年 4 月に発足しました。ＩＲＴは、国

際緊急援助隊（ＪＤＲ）救助チームの一員として被災地に派遣され、被災者の捜索・救助

活動を行います。 

令和 7 年 4 月 1 日現在、当市から 6 名の救助隊員がＩＲＴに登録されています。また、

過去の活動実績は、平成 11 年 9 月に台湾で発生した地震災害や、平成 15 年 5 月にアルジ

ェリア民主人民共和国で発生した地震災害において倒壊建物から救出活動を展開するな

ど、国際貢献の一役を担っております。 

【本市緊急消防援助隊の活動実績】 

平成 16 年  7 月 13 日 新潟県・福島豪雨災害   （新潟県三条市へ派遣） 

平成 16 年 10 月 23 日 新潟県中越地震災害    （新潟県小千谷市へ派遣） 

平成 23 年  3 月 11 日 東北地方太平洋沖地震災害 （岩手県陸前高田市へ派遣） 

平成 23 年  3 月 26 日 東北地方太平洋沖地震災害 （福島県本宮市へ派遣） 

平成 27 年  9 月 10 日 関東・東北豪雨災害    （茨城県常総市へ派遣） 

令和 7 年 2 月 28 日 大船渡市山林火災     （岩手県大船渡市へ派遣） 

ＩＲＴ派遣までの流れ 

ＪＤＲとして出場

-53-



４－１ 救助出場件数及び救助人員（昨年との比較） 

救助出場件数 救助人員 救助出場件数 救助人員

建物 13 5 15 1
以外 0 0 0 0

29 23 19 15

21 11 13 10

0 0 5 3

1 2 4 1

277 151 247 134

0 0 3 0

0 0 0 0

80 9 80 22

421 201 386 186合　計

風水害

機　械

建　物

ガ　ス

破　裂

その他

　　　年次
災害種別

令和６年中 令和５年中

火
災

交　通

水　難

４－２ 救助出場件数（受持区域別）                 【令和６年中】

   所属
種別

南消防署 横曽根 青　木 南　平 北消防署 上青木 神　根 伊　刈 芝　園 東消防署 新　郷 安　行 戸　塚 市外 合　計

火　災 2 0 3 0 0 2 0 0 1 3 1 0 1 0 13
交　通 4 3 0 2 2 1 5 0 1 2 3 3 2 1 29
水　難 7 0 0 3 0 3 2 0 0 5 1 0 0 0 21
風水害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
機　械 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1
建　物 22 39 22 33 22 25 11 19 18 20 20 8 18 0 277
ガ　ス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
破　裂 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 5 8 10 1 7 6 7 4 3 12 6 3 8 0 80

合　計 40 50 35 39 31 37 26 23 23 42 31 14 29 1 421

４－３ 救助出場件数（月別）    【令和６年中】

火災
交通
事故

水難 風水害
機械
事故

建物
事故

ガス 破裂 その他

 1月 1 1 4 0 0 27 0 0 6 39

 2月 0 3 3 0 0 18 0 0 5 29

 3月 2 3 2 0 0 23 0 0 3 33

 4月 0 1 2 0 1 30 0 0 4 38

 5月 1 0 2 0 0 17 0 0 5 25

 6月 0 0 1 0 0 23 0 0 7 31

 7月 1 4 3 0 0 27 0 0 10 45

 8月 1 2 0 0 0 24 0 0 6 33

 9月 4 1 1 0 0 15 0 0 12 33

10月 0 3 1 0 0 15 0 0 9 28

11月 3 5 2 0 0 28 0 0 7 45

12月 0 6 0 0 0 30 0 0 6 42

合　計 13 29 21 0 1 277 0 0 80 421

月　別

災　　　　　害　　　　　種　　　　　別

合計
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５－１ 各高速道路の受け持ち区域 

【 首 都 高 速 道 路 】・・・川口ＪＣＴ～加賀ＩＣ（12.4km）※付帯施設（川口ＰＡ） 

【 東 北 自 動 車 道 】・・・川口ＪＣＴ～浦和ＩＣ(4.9km) 

【 東 京 外 環 自 動 車 道 】・・・美女木ＪＣＴ～草加ＩＣ（13.9km） 

（首都高・東北道は、昭和６２年９月９日から。外環自動車道は、平成４年１１月２７日から）

５－２ 高速道路上の救助出場状況

年  別 
   出 場 件 数 

計 
救 助 人 員 

計 
首都高 東北道 外環道 首都高 東北道 外環道 

令和６年中 2 1 2 5 2 1 2 5 

令和５年中 0 1 3 4 0 0 3 3 

令和４年中 2 2 1 5 1 3 1 3 

令和３年中 1 0 1 2 3 0 0 3 

令和２年中 2 0 2 4 1 0 2 3 
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装  備 

１ 車両配備状況

令和６年度は、消防ポンプ自動車１台、高規格救急自動車３台、消防団車両３台、 

計７台を更新しました。 
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２ 主要機械器具の配置 

多種多様化する各種災害において、確実・迅速な消防活動の展開を可能にするため、常

に主要機械器具を配置・更新しています。 

横
曽
根

青
木

南
平

上
青
木

神
根

伊
刈

芝
園

新
郷

安
行

戸
塚

第
一

第
二

第
三

第
四

第
五

第
六

第
七

第
八

第
九

第
十

第
十
一

1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 14 2 2 3 3 2 2 4 2 3 2 3 28 42

(1) (1) (1) (1) (1) (5) 5

化学消防ポンプ自動車 1 1 2 2

小型動力ポンプ付積載車 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13 1 1 14

1 1 1 2 1 1 1 1 1 2 1 2 1 16 16

(2) (1) (1) (4) 4

はしご付消防自動車 1 1 1 3 3

救助工作車 1 1 1 3 3

資機材搬送車 1 1 2 2

特殊災害対応車 1 1 1

指令車 1 1 1

指揮車 1 1 1 1 4 4

支援車 1 1 2 2

火災調査車 1 1 1

危険物パトロール車 1 1 1

一般車両 11 2 1 2 1 1 1 1 2 1 1 2 1 27 27

合　  　計 16 2 7 8 3 7 0 10 3 4 4 5 2 10 4 8 6 99 2 2 3 3 2 2 4 2 3 3 3 29 128

令和7年4月1日現在

　　　　　　所属別

車両種別

局

北　消　防　署
小

計

小

計

消　防　団

分　署

南　消　防　署 東　消　防　署

分　署
管
理
課

消
防
課

高規格救急自動車

(　)内は非常用の車両台数

合

計

管
理
課

消
防
課

管
理
課

消
防
課

分　署 支   　  団

消防ポンプ自動車
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小型動力ポンプ 26 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

ホース（呼称６５） 1420 110 145 85 160 135 75 75 90 110 75 95 145 120

ホース（呼称５０） 660 50 50 50 56 50 50 50 50 50 55 50 50 49

ホース（呼称４０） 211 15 20 14 20 25 13 13 13 13 20 15 15 15

特殊ノズル（ガンタイプノズル） 41 5 5 2 4 5 2 2 2 2 4 2 4 2

発泡器具（泡ノズルアタッチメント） 4  2 2

発泡器具（低反動泡ノズル） 4 2 2

ラインプロポーショナー 3 1 2

放水銃 1 1

かぎ付きはしご 30 4 4 1 2 4 1 1 1 2 3 2 3 2

二連はしご 2 1 1

三連はしご 31 3 5 4 1 2 4 1 1 1 1 3 2 1 2

ワイヤーはしご 5 2 1 1 1

空気式救助マット 4 1 1 1 1

救命索発射銃（装置） 5 2 1 2

平担架 7 2 1 2 2

バスケットストレッチャー 11 2 2 1 3 3

サバイバースリング 11 1 4 1 1 3 1

簡易縛帯 27 4 2 1 1 6 1 1 1 1 6 1 1 1

油圧ジャッキ 10 3 1 3 3

油圧スプレッダー 3 1 1 1

可搬ウインチ 10 2 2 3 3

マンホール救助器具 3 1 1 1

マット型空気ジャッキ 6 1 3 2

救助用支柱器具 5 2 1 2

チェーンブロック 3 1 1 1

油圧切断機 3 1 1 1

エンジンカッター 19 2 2 1 5 1 1 4 1 2

チェーンソー 19 5 3 5 1 5

コンクリート・鉄筋切断用チェーンソー 3 1 1 1

ガス溶断器 3 1 1 1

空気鋸 7 2 2 2 1

空気切断機 3 1 1 1

鉄線カッター 2 1 1

ハンマー 4 2 1 1

携帯用コンクリート破壊器具 5 2 1 1 1

削岩機 7 3 2 2

ハンマードリル 12 4 4 4

消
防
課

分　　署

令和7年4月1日現在

　　　　　　　　 　所　属　別

器　具　種　別

合

計

局 消
防
課

南 消 防 署

分　　署

消
防
課

北 消 防 署

分　　署

東 消 防 署

破壊用器具

切断用器具

重量物排除用器具

消火用器具

一般救助用器具
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有毒ガス測定器 28 5 3 2 1 2 3 1 1 1 1 4 1 2 1

放射線測定器 30 3 8 1 2 1 1 1 10 1 1 1

個人線量計 140 3 40 8 8 8 5 5 42 8 8 5

生物剤検知器 5 2 0 3

化学剤検知器 4 2 0 2

空気呼吸器 147 31 12 10 6 10 15 6 7 6 6 20 6 6 6

酸素呼吸器 6 3 3 0

送排風機 7 1 1 2 3

耐電衣 8 2 2 2 2

耐電手袋 24 1 7 3 7 6

活線接近警報器 21 5 3 8 5

携帯警報器 58 4 15 5 4 15 15

防毒マスク 35 20 5 10

化学防護服 22 11 11

陽圧式化学防護服 20 8 4 8

耐熱服 12 2 3 3 2 2

放射線防護服 27 7 2 2 2 2 2 4 2 2 2

フルボディーハーネス 44 10 9 5 8 12

地震警報器 2 1 1

簡易画像探索機 3 1 1 1

画像探索機 2 1 1

地中音響探知機 2 1 1

熱画像直視装置 8 1 1 1 2 1 2

夜間用暗視装置 4 2 1 1

電磁波探査装置 2 2

二酸化炭素探査装置 1 1

水中探査装置 1 1

除染シャワー 4 1 1 2

中和剤散布器 6 1 0 5

潜水器具 15 15

流水救助器具 10 5 0 5

レスキューボード 3 1 1 1

救命ボート 9 3 1 1 1 1 1 1

船外機 6 2 1 1 1 1

水上バイク 1 1

ジェットサーフ 1 1

移動投光器 41 3 5 4 2 3 5 2 2 2 3 3 2 3 2

空気ボンベ 436 61 29 27 32 61 25 22 22 22 47 28 34 26

潜水器具用空気ボンベ 41 41

車両移動器具 9 1 1 1 1 1 1 1 1 1

緩降機 7 1 2 1 1 2

エアーテント 5 1 1 3

その他の器具

除染用器具

呼吸保護用器具

検知・測定用器具

隊員保護用器具

検索用器具

水難救助用器具

令和7年4月1日現在

　　　　　　　　　所　属　別

器　具　種　別

合

計

局 消

防
課

消

防
課

分　　署

東 消 防 署

分　　署

南 消 防 署

消

防
課

分　　署

北 消 防 署
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１．救急業務の概要

昭和 34 年 5 月、救急車 1 台を配備し救急業務がスタートしました。そして平成 3 年

にプレホスピタル・ケアの充実や救命率の向上を図るために救急救命士制度の制定及び

「救急隊員の行う応急手当等の基準」の改正に基づき、救急救命士の養成や高規格救急

自動車等を計画的に整備しました。 

平成 6 年 5 月、市立医療センターに救命救急センターが整備されたことにより、重症

傷病者の医療が確保されました。また、救急救命士の病院研修が可能となり、救急隊員

のより一層の資質の向上が図れるようになりました。 

  平成 16 年 7 月から一般市民による AED（自動体外式除細動器）の使用が認められ、

同年救急救命士法施行規則の一部改正により、気管内チューブによる気道確保及び平

成 17 年 3 月の改正で薬剤投与（アドレナリン）を実施できるようになりました。 

  平成 22 年 12 月には、傷病者の迅速かつ適切な受入れの実施を図るため、埼玉県に

おいて「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」が策定され、救急医療体制の強

化が図られました。 

  平成 25 年 2 月よりビデオ硬性挿管用喉頭鏡による気道確保が可能となりました。 

  平成 26 年 3 月、全救急隊にタブレット型端末を導入し、救急医療情報をリアルタイ

ムで検索することで、対応可能な医療機関を効率よく且つ迅速に選定できるようにな

り、同年 4 月には、救急救命士法施行規則の一部改正により「救急救命士の心肺機能停

止前重度傷病者に対する静脈路確保及び輸液、血糖測定並びに低血糖発作症例へのブ

ドウ糖溶液の投与の実施」の 2 行為が追加され、更なる社会復帰率の向上が期待されて

います。 

  令和 5 年 4 月、市立医療センターに「救急ワークステーション」を設立しました。 

 「救急ワークステーション」での研修体制が、従来の「個人」ではなく、「救急隊（部

隊）」での派遣となり、救急隊員の「質の維持と向上」が実現することに加え、救急要

請内容に応じて、医師と実習中の救急隊が市立医療センターから直接出場することで、

より高度な病院前救護を早期に提供することが可能となりました。 

令和 6 年 4 月、増加する救急需要に対応するため、平日日中帯の出場に特化した「日

勤救急隊」の運用を開始しました。「日勤救急隊」の運用により、年間を通して救急需

要が多い時間帯の出場体制が強化されるとともに、24 時間勤務が困難な職員も、救急

隊として勤務にあたることが出来るため、職員の働き方の選択肢が広がりました。 

   また、令和 7 年 4 月、「安行第 2 救急隊」を増隊し、さらなる救急要請増加に対応す

る体制を整備しました。 

-61-



２　救急隊現有状況

業務開始年月日 高規格配置年月日 備　　　　考

川口南救急隊 平成23年10月11日 平成23年10月11日 中央分署から名称変更(H29.4.1)

横曽根救急隊 昭和43年4月27日 平成6年3月28日

青木救急隊 昭和44年4月10日 平成7年7月28日 並木分遣所から名称変更(S55.4)

南平第1救急隊 昭和46年8月1日 平成7年3月6日 南平柳分署から名称変更(S55.4)

南平第2救急隊 令和2年4月1日 令和2年4月1日 新規に増隊(R2.4)

川口北救急隊 昭和46年8月1日 平成5年3月31日
前・北本署から名称変更(H13.4)
芝分署から名称変更(H29.4.4)

上青木救急隊 平成21年4月1日 平成21年4月1日

神根救急隊 昭和46年8月1日 平成8年3月21日
旧・青木分署から車両配置替え
(S41.11.21)

伊刈救急隊 平成15年4月1日 平成15年4月1日

芝園救急隊 平成30年4月1日 平成30年4月1日

川口東救急隊 昭和40年2月1日 平成8年2月1日
平成23年10月11日合併
鳩ケ谷分署から名称変更(R5.4.1)

日勤救急隊 令和6年4月1日 令和6年4月1日 R6.4から新規運用開始

新郷救急隊 昭和46年8月1日 平成10年12月4日
旧・本署から車両配置替え
(S34.5.19)

安行第1救急隊 昭和59年4月1日 平成10年12月17日

安行第2救急隊 令和7年4月1日 令和7年4月1日 新規に増隊(R7.4)

戸塚救急隊 昭和58年4月1日 平成10年12月28日

３　救急活動状況（令和６年中）

人口　　607,943人

(令和7年4月1日現在）

面積　　61.95 

北
消
防
署

南
消
防
署

東
消
防
署

○ 救急出場件数
37,471件（前年比 1,507件増）
1日平均･･･102件（14.1分に件出場）

○ 救急搬送人員
31,670人（前年比 1,982人増）
1日平均･･･87人（16.6分に1人を搬送）

○ 救急出場 最多件数

月･･･････････12月（3,707件）
曜 日･･･････月曜日（5,831件）
時間帯･･･････午前10時～午前12時

（4,441件）
1日当たり･･･156件(7月22日）

○ 救急隊数・・・・・・・16隊

○ 救急救命士数・・・・160人

（登録者数）

○ 救急車台数・・・・・・20台
（令和7年4月1日現在）

○ 救急出場 最少件数

月･･･････････4月（2,750件）

曜 日･･･････木曜日（5,088件）

時間帯･･･････午前4時～午前6時

（1,538件）

1日当たり･･･63件（2月21日）
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４　救急出場件数及び搬送人員の推移

件数 対前年比 件数 対前年比

平成27年 25,739 161 22,098 204

平成28年 27,393 1,654 23,625 1,527

平成29年 28,835 1,442 24,782 1,157

平成30年 29,803 968 25,385 603

平成31年 30,583 780 26,225 840

令和2年 26,854 -3,729 22,846 -3,379

令和3年 28,407 1,553 23,980 1,134

令和4年 33,289 4,882 26,838 2,858

令和5年 35,964 2,675 29,688 2,850

令和6年 37,471 1,507 31,670 1,982

区分
出場件数 搬送人員

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

S34 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

救急出場件数及び搬送人員
出場件数 搬送人員

301件

（件・人）

350

400

450

500

550

600

650

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

人口1万人に対する出場件数

人口1万人に対する出場件数

（件）
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５　事故種別出場件数及び搬送人員

令和5年中 令和6年中 対前年比 令和5年中 令和6年中 対前年比

急　病 25,217 26,047 830 20,631 21,940 1,309

交通事故 2,051 2,124 73 1,750 1,828 78

一般負傷 5,244 5,769 525 4,410 4,909 499

加　害 213 218 5 123 118 -5 

自損行為 350 299 -51 214 193 -21 

労働災害 289 255 -34 275 240 -35 

運動競技 162 114 -48 157 111 -46 

火　災 138 118 -20 26 17 -9 

水　難 16 23 7 0 3 3

自然災害 8 3 -5 2 3 1

転院搬送 2,091 2,312 221 2,086 2,308 222

その他 185 189 4 14 0 -14 

合　　計 35,964 37,471 1,507 29,688 31,670 1,982

出場件数 搬送人員
事故種別
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６　事故種別月別出場件数及び搬送人員

出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員

１月 2,390 2,007 167 147 512 444 282 234 184 184 3,351 2,832

２月 2,025 1,669 157 132 479 389 255 207 155 155 2,916 2,397

３月 1,969 1,644 181 160 492 407 269 226 165 164 2,911 2,437

４月 1,890 1,575 153 134 420 370 287 243 184 183 2,750 2,322

５月 1,951 1,678 171 151 483 412 312 263 192 192 2,917 2,504

６月 2,108 1,809 180 146 468 411 266 224 168 167 3,022 2,590

７月 2,649 2,235 166 145 430 378 334 288 229 230 3,579 3,046

８月 2,447 2,001 189 165 461 378 293 250 198 198 3,390 2,794

９月 2,096 1,767 163 141 420 351 304 255 191 191 2,983 2,514

１０月 2,043 1,752 184 151 479 403 337 286 228 228 3,043 2,592

１１月 1,859 1,591 194 163 558 478 291 259 207 205 2,902 2,491

１２月 2,620 2,212 219 193 567 488 301 258 211 211 3,707 3,151

合 計 26,047 21,940 2,124 1,828 5,769 4,909 3,531 2,993 2,312 2,308 37,471 31,670

７　事故種別曜日別出場件数及び搬送人員

出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員 出場件数 搬送人員

月曜日 4,131 3,506 320 270 878 752 502 444 329 330 5,831 4,972

火曜日 3,732 3,151 287 258 823 696 634 535 450 448 5,476 4,640

水曜日 3,533 3,004 345 294 707 602 557 471 372 371 5,142 4,371

木曜日 3,499 2,963 327 272 758 638 504 430 344 343 5,088 4,303

金曜日 3,625 3,038 300 266 847 717 591 521 423 422 5,363 4,542

土曜日 3,631 3,012 294 255 897 771 439 367 266 266 5,261 4,405

日曜日 3,896 3,266 251 213 859 733 304 225 128 128 5,310 4,437

合 計 26,047 21,940 2,124 1,828 5,769 4,909 3,531 2,993 2,312 2,308 37,471 31,670

合  計
　区分

月別

急  病 交通事故 一般負傷 その他
うち転院搬送

うち転院搬送
合  計　区分

月別

急  病 交通事故 一般負傷 その他
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８　救急隊別・月別出場件数

    月別
隊別

合　計 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

川口南 2,727 235 209 178 210 218 229 262 253 225 196 231 281

横曽根 2,846 260 220 231 212 227 227 271 244 208 232 229 285

青　木 2,969 269 235 236 225 242 248 280 244 235 244 229 282

南平１ 2,546 215 197 205 196 200 177 241 237 207 213 204 254

南平２ 2,480 225 168 201 180 196 188 225 243 199 207 194 254

川口北 2,911 257 227 209 212 238 232 251 271 239 240 226 309

上青木 2,773 266 241 244 175 205 234 263 239 205 223 214 264

神　根 2,839 227 213 229 228 223 242 281 265 202 242 228 259

伊　刈 2,747 241 235 236 208 213 233 243 245 208 224 201 260

芝　園 2,163 207 164 164 147 159 167 222 202 178 182 167 204

川口東 2,931 272 238 245 196 230 245 279 263 239 208 230 286

日　勤 494 0 0 0 54 52 44 67 48 56 57 56 60

新　郷 2,596 260 220 186 191 184 206 240 245 213 209 174 268

安　行 2,099 200 175 168 141 151 145 222 188 175 171 161 202

戸　塚 2,350 217 174 179 175 179 205 232 203 194 195 158 239

合　計 37,471 3,351 2,916 2,911 2,750 2,917 3,022 3,579 3,390 2,983 3,043 2,902 3,707

2,727

2,846

2,969

2,546
2,480

2,911

2,773 2,839
2,747
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2,931

2,596
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2,350
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救急隊別出場状況
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９　地区別の救急活動状況

3,086

人 2,575

4,034

人 3,270

4,989

人 4,259

3,650

人 3,043

2,718

人 2,308

3,841

人 3,340

5,556

人 4,639

2,473

人 2,164

3,415

人 2,902

3,617

人 3,086

92

84

37,471

31,670

搬送人員

中　　央

44,905

横曽根

73,656

地　区
人　口

出場件数
搬送人員

出場件数

搬送人員

出場件数

出場件数

搬送人員

出場件数

搬送人員

南　平

65,304

77,580

青　木

出場件数

搬送人員

出場件数

搬送人員

新　郷

39,263

神　根

51,781

出場件数

搬送人員

出場件数

搬送人員

芝

80,988

安　行

38,289

出場件数

搬送人員

出場件数

搬送人員

戸　塚

71,176

鳩ヶ谷

65,001

市外 出場件数

搬送人員

合　計
出場件数

搬送人員

3,617

3,415

2,473

5,556

3,841

2,718

3,650

4,989

4,034

3,086

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

鳩ヶ谷地区

戸塚地区

安行地区

芝地区

神根地区

新郷地区

南平地区

青木地区

横曽根地区

中央地区

地区別出場件数
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１０　年齢区分別事故種別搬送人員

　　　　事故種別
年齢区分

急　病 交通事故 一般負傷 その他 合　計

新生児 21 0 5 96 122

乳幼児 1,253 37 453 128 1,871

少　年 648 203 231 143 1,225

成  人 7,233 1,057 930 1,206 10,426

高齢者 12,785 531 3,290 1,420 18,026

合   計 21,940 1,828 4,909 2,993 31,670

１１　年齢区分別傷病程度別搬送人員

　　　　事故種別
年齢区分

死亡 重症 中等症 軽症 その他 合　計

新生児 0 12 81 29 0 122

少　年 1 14 183 1,027 0 1,225

成　人 19 639 2,961 6,807 0 10,426

高齢者 107 1,738 8,665 7,516 0 18,026

（注） 年齢区分は、次のとおり。

　　　（1）　新生児　　生後28日未満の者

　　　（2）　乳幼児　　生後28日以上満７歳未満の者

　　　（3）　少　年　　満７歳以上満18歳未満の者

　　　（4）　成　人　　満18歳以上満65歳未満の者

　　　（5）　高齢者　　満65歳以上の者

合   計

乳幼児 1,8710 11 233 1,627 0

31,670127 2,414 12,123 17,006 0
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１２　事故種別傷病程度別搬送人員

　 　事故種別
程　度

急　病 交通事故 一般負傷 その他 合　計

※　程度における「その他」とは、医師の診断がないもの及び傷病程度が判明しないもの、

(注)　傷病程度は、初診時における医師の診断に基づき、次のように分類した。

　　（１）　死　亡：初診時において死亡が確認されたもの。　

　　（２）　重　症：傷病の程度が３週間以上の入院加療を必要とするもの。

　　（３）　中等症：傷病の程度が入院を必要とするもので重症に至らないもの。

　　（４）　軽　症：傷病の程度が入院を必要としないもの。

　　（５）　その他：医師の診断がないもの及び「その他の場所」へ搬送したもの。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     　　　                                                                                                                                　    　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　

1,866

17,006

0

31,670

1,572

8,698

11,563

4,909

 　並びにその他の場所に搬送したものをいう。

死　亡

重　症

中等症

軽　症 624

0

2,993

その他※

合　計

107 3 13 127

2,414

12,123

4

499

21,940

106

280

1,439

1,828

237

1,279

3,380

軽症
17,006
53.7%

中等症
12,123
38.3%

重症
2,414
7.6%

死亡
127
0.4%

その他
0

0.0%

軽症

中等症

重症

死亡

その他

傷病程度別搬送人員
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１３　医療機関別搬送人員

合　計 うち市外

国　立 98 98

公　立 7,817 683

公　的 4,780 188

私的病院 18,852 4,445

私的診療所 120 44

計 31,667 5,458

接骨院等 2 2

その他 1 1

計 3 3

31,670 5,461

１４　市外搬送人員状況

合　　計

医療機関

その他の場所

東京都
2,404
44.0%

戸田市
1,163
21.3%

さいたま市
910
16.7%

草加市
135
2.5%

蕨市
100
1.8%

越谷市
473
8.7%

その他
276
5.1%
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１５　応急手当の普及啓発活動状況

回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数

平成6年～
　　令和5年 3,177 58,508 198 4,463 1,412 102,366 569 25,133

令和6年 159 2,621 9 217 6 353 42 1,456

累　　　計 3,336 61,129 207 4,680 1,418 102,719 611 26,589

※1　応急手当の普及啓発活動に関する実施要綱（平成6年11月19日から実施）

※2　乳児,小児救命講習（普通救命講習Ⅲ）及び救命入門コース（平成24年4月1日から実施）

１６　応急手当の救命効果

※　目撃された場合とは、下記のとおりとする。

   ①　救急隊の目前で心肺機能停止状態になったもの。

   ②　家族の目前で「倒れた」「ぐったりした」または「物音を聞いてすぐにかけつけたと
　　 ころ倒れていた」もの。

搬送人員31,670人

年　　次
普通救命講習 上級救命講習 一般救急講習 救命入門コース

目撃されていない傷病者数
272人/445人
（61.1％）

心肺停止傷病者のうち
心原性のもの
445人/580人
（76.7％）

そのうち１ヶ月後の
生存者数
12人/53人
（22.6％）

一般市民により応急手当が
されていた傷病者数

74人/272人
（27.2％）

一般市民により応急手当が
されていた傷病者数

53人/173人
（30.6％）

そのうち１ヶ月後の
生存者数
3人/74人
（4.1％）

目撃された傷病者数
173人/445人
（38.9％）

救急隊員が搬送した
心肺停止の傷病者数
580人/31,670人

（1.8％）
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指令業務の概要

災害現場をいち早く確認して災害状況を速やかに掌握することは、その後の消防活動

に大きく影響するため、通報の受付から指令までの業務が重要となります。

指令課では、火災・救急、その他の災害の119番通報の対応、消防隊・救急隊等への出

場指令、出場隊との無線交信、高所監視カメラの映像による災害状況の把握、病院情報

の案内、関係機関への災害状況の速報、電子メール配信による情報提供等の業務を行い

ます。

119番通報は、固定電話、スマートフォンやIP電話での音声通話の他に、FAXによる緊

急通報や、聴覚や言語障害のある方のための通報システムNET119、更に令和6年2月に運

用を開始した映像通報システムLive119があります。また、日本語でのコミュニケーショ

ンが困難な外国人からの119番通報については、通訳センターを介した同時通訳（三者間

同時通訳）を行っており、24時間365日対応できるようにしております。

指令管制台 高所監視カメラ

映像通報システム Live119車両運用端末装置
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１１９番通報受付状況

令和6年中の119番通報受付総件数は50,896件で、月平均4,241件、1日平均139件の通報を受けました。

災害事案の中では救急の36,586件が最も多く、受付総件数の71.9％を占めています。

また、医療機関の問い合わせ2,450件、いたずら・間違い2,470件、その他が5,841件あり、これら緊急車両の出場を必要としない通

報件数は、受付総件数の21.1％を占めています。

※その他災害とは、危険排除等をいう。

  ※ＦＡＸとは、ＦＡＸによる119番通報をいう。  

令和 6 年中の１１９番通報受付状況

1月 2月 3月 4月 5月 6月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 合計

火　災 20 28 28 15 15 21 17 26 19 25 20 30 264

救　急 3,079 2,869 2,860 2,687 2,867 2,970 3,512 3,328 2,937 2,997 2,834 3,646 36,586

救　助 20 24 23 25 21 27 41 21 18 20 33 33 306

その他災害 41 119 100 108 88 99 158 114 100 106 115 138 1,286

問合せ 219 255 209 199 181 197 256 203 178 161 157 235 2,450

間違い 157 203 185 204 190 227 217 211 223 193 156 188 2,354

いたずら 19 30 20 4 0 4 8 5 10 7 4 5 116

その他 600 460 401 391 426 463 585 476 491 455 517 576 5,841

ＦＡＸ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

NET119 2 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 2 7

転　送 142 115 135 126 138 166 149 170 116 129 132 168 1,686

合　計 4,299 4,104 3,962 3,759 3,926 4,175 4,943 4,554 4,092 4,093 3,968 5,021 50,896

-
7
4
-



１１９番通報受付状況の比較

１１９番通報受付状況の推移

本市の119番通報の受付総件数は、過去最多となる50,896件の通報を受付けました。

１１９番通報受付状況の推移

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

火 災 178 161 215 253 264
救 急 24,153 25,579 30,556 33,232 36,586
救 助 97 90 81 91 306
その他災害 251 274 283 276 1,286
問い合わせ・その他 9,193 9,476 12,324 12,639 12,454
合 計 33,872 35,580 43,459 46,491 50,896

令和6年中の119番通報受付総件数は

5 0 , 8 9 6件で、令和 5年中に比べ、

4 , 4 0 5 件の増加となり、 1 日に換算

すると、平均約12件の増加となります。 

各災害別では、火災11件の増加、救急

3 ,354件の増加、救助215件の増加、

その他災害1,010件の増加となります。 

【通報回線別の受付状況】 

〇固定電話 

5,034件（－305件） 

〇携帯電話 

30,558件（＋781件） 

〇ＩＰ電話 

11,522件（＋151件） 

※表中小数点第 1 位を四捨五入しています。

令和5年 令和6年 前年比較

火 災 253 264 11

救 急 33,232 36,586 3,354

救 助 91 306 215

その他災害 276 1,286 1,010

問 合 せ 1,809 2,450 641

間 違 い 1,778 2,354 576

いたずら 19 116 97

そ の 他 7,426 5,841 -1,585

ＦＡＸ 0 0 0

NET119 4 7 3

転 送 1,603 1,686 83

合 計 46,491 50,896 4,405

平均(日） 127 139 12

固定電話 5,339 5,034 -305

割合（％） 12% 11% -1%

携帯電話 29,777 30,558 781

割合（％） 64% 65% 1%

ＩＰ電話 11,371 11,522 151

割合（％） 24% 24% 0%
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消防指令システム・消防救急デジタル無線

平成24年2月1日に整備した消防指令システムは使用開始から12年が経過し、平成26年
3月1日に整備した消防救急デジタル無線は使用開始から10年が経過することから、機器

及び設備を全面更新し令和6年2月1日から運用を開始しました。

消防指令システムの最大の特徴は、119番受付時に聴取すべき内容が画面に表示され、

指令管制員を支援するほか、聴取と同時に事案及び出場車両を自動で選別することで短

時間での指令を可能としたことです。また、聴取した情報は、リアルタイムで出場部隊

の車両運用端末装置（ＡＶＭ）に送信されることで、情報の共有が図られ、迅速かつ的

確な災害対応に繋がります。更に、部隊運用に合わせたカスタマイズを繰り返し、経験

則に偏らない平準化した「指令管制員支援システム」の構築を実現しました。

 消防救急デジタル無線は、本市の北東部及び荒川河川敷の一部で無線通信の不感地帯

が存在していました。この問題に対処するため、鳩ケ谷庁舎の三ツ和基地局のアンテナ

を以前より約15m高く、出力を5Ｗから10Ｗに変更し、同時に消防局庁舎の芝下基地局の

アンテナを以前の高さより約4m高く、出力を2Ｗから10Ｗに変更しました。これにより

無線通信の安定性が改善され、消防部隊の効率的な運用の強化に繋がりました。

映像通報システム Live１１９

このシステムは、スマートフォンからの119番通報の際に指令管制員が映像の活用が必

要と判断した場合、通報者の安全を確認した上で映像送信の協力を依頼し、現場と消防

（指令管制室）をリアルタイム映像で繋ぐものです。通報者はアプリのダウンロードな

どが不要で、電話の音声をスピーカー音に切り替えた後、消防からのショートメッセー

ジに記載されたURLに接続し、画面上に表示される注意事項を確認の上、マイクやカメ

ラ、位置情報の提供を許可することで、リアルタイム映像が消防に伝送されます。

従来の119番通報だけでは状況把握が難しい事案も、災害現場の映像を受信することで、

視覚的に情報収集することが可能となり、心肺停止、火傷、気道への異物の詰まりなど、

迅速な応急手当が必要な事案に対して、映像を確認しながら口頭による指示が可能とな

ったほか、通報者に対し正しい応急手当のやり方の映像を送信することができるように

なったため、効果的な災害活動及び救命処置が期待できます。

高所監視カメラ

朝日環境センターの煙突最上部に、24時間市内全域を監視する高所監視カメラを、北

側及び南側にそれぞれ1台設置しました。この高所監視カメラは、119番通報と連動して

災害地点を迅速かつ正確に確認することが可能であり、災害時の被害状況の早期把握に

努めています。
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「令和7年川口市消防出初式」 

令和7年1月19日：荒川運動公園 
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はじめに 

消防団の歴史は古く、江戸時代に南町奉行、大岡越前守忠相が組織した「いろは48組」の町火消

しがルーツとなっています。普段は鳶の者として土木や建築等の生業に従事しながら、一旦火災が

起これば消防に早変わりし、その経費は、町内会によって決められ運営されていたといわれていま

す。 

川口市においては、明治19年に消防組が結成され、その後消防組と私設防護団を統合しての警防

団を経て、昭和22年の消防団設置条例により川口市消防団が誕生し、平成23年の鳩ヶ谷市との合併

を経て、現在では1団本部、11支団、30分団、428人（組織及び実員数：令和7年4月1日現在）の団員

で組織されています。そして、このような長い歴史とともに地域防災の要としての役割は大きく、

火災・水害・震災など災害防除活動はもとより、各種防災訓練・行事においても常備消防ともども

本市防災の中枢をなしています。 

川口市消防団の歩み 
１ 市制施行前の旧町村別消防概要 

 【旧川口町消防組】 

明治19年  

上宿組、中宿組、下宿組、宮元組の4組の消防組が結成され、各組に頭取を置いた。 

明治27年  

勅令をもって消防組規則が制定され、各組は部と改組され、腕用ポンプ1台が装備 

された。 

大正3年  

機構が改革され、総員103名3部制となり、各部に腕用ポンプ1台が装備された。 

組頭 田島 房邦 氏 

大正8年  

戸数増加に伴い、総員155名となった。 

大正11年  

川口在郷軍人会が主体となり、消防施設改善期成会が組織され、ノーザン式手引ガソ

リンポンプ1台が購入された。 

昭和2年  

はじめて、ポンプ自動車（ノーザン式、ハドソン）1台が購入され、第1部に配置
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された。 

昭和6年  

乗用車（グラハム）１台を購入して、これに、ノーザン式手引ガソリンポンプを乗せ 

て改造し、第2部に配置した。第3部には、3輪自動ポンプ（フォード、ノーザン式）

1台を購入配置し、各部とも機動力が備わった。 

 【旧横曽根村消防組】 

明治27年  

勅令をもって消防組規則が制定され、3部制、組員100名で発足。 

大正3年  

機構改革により、組員を150名に増員し、各部に腕用ポンプ1台が配置された。 

組頭 篠田 伝太郎 氏 

大正13年  

荒川放水路改修工事による区画変更により、第3部（大字浮間）は東京都に編入 

された。 

昭和3年  

手引ガソリンポンプ1台を購入して、第2部に配置した。 

昭和7年  

自動車ポンプ1台を購入して、第2部に配置した。 

 【旧青木村消防組】 

明治20年  

各大字単位の上青木組、前川組、下青木組の3部制で発足した。 

明治40年  

各組を統合して、青木村消防組に改組して3部制とし、各部に腕用ポンプ1台を 

配置した。組員150名 

 【旧南平柳村消防組】 

明治19年  

各大字単位の領家組、元郷組、十二月田組の3組制で発足した。 

大正6年  

各組を統合して、南平柳消防組に改組して4部制とし、各部に腕用ポンプ1台を配置

した。 

組頭 倉田 源十郎 氏 

昭和3年  

自動車ポンプ1台を購入し、第5部（特別自動車隊）を新設して配置した。 
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２ 市制施行後 

昭和8年  

川口町、横曽根村、青木村、南平柳村が合併して市制が施行され、4月1日これに伴

い各組を統合して8部制（川口町1・2・3部に、南平柳4・5部、青木6・7部、横曽根

8部）とし、消防組本部に常備消防班（班長小頭1名、消防手12名、2交代制）を設置

し、総員400名とし、名称を川口消防組と改めた。 

昭和14年  

勅令20号により、警防団令が公布施行され、消防組と私設防護団を統合して、川口

警防団と改称し、10部制となり、定員1,500名とした。 

昭和15年  

隣接の鳩ヶ谷町、神根、新郷、芝村の4ケ町村が合併されたが、各警防団は、そのま

まの名称で存置され、川口、鳩ヶ谷、神根、新郷、芝の5警防団となった。 

昭和16年  

芝警防団が川口警防団に編入し、第5分団となり、4警防団となった。 

昭和18年  

川口警防団を6分団制に改め、定員1,550名となった。 

団長 岩田 三史 氏鳩ヶ谷、神根、新郷の3警防団を統合し、名称を川口鳩ヶ谷警防

団と改め、定員635名、6分団制とした。 

団長 保坂 善八 氏 

これで市内の警防団は、2団となり、定員合計2,185名を擁するに至った。 

昭和19年4月1日 

     特設消防署設置規定（大正8年勅令第350号）により、埼玉県告示第191号を持っ

て、川口市一円を区域とする特設消防署が設置されることになり、従来の常備消防班

を包含して埼玉県川口消防署が設置された。 

同告示第247号により、川口市本町2-99の1に埼玉県消防訓練所が設置された。 

同告示第248号により、鳩ヶ谷、横曽根両出張所、元郷、青木、芝各派出所が設置さ

れた。陣容は1署、2出張所、3派出所、定員207名。 

初代署長 高林 信次郎 氏 

昭和22年 

     勅令第185号をもって、消防団令が施行され、警防団は消防団と改称された。 

     消防団令に基づき、川口市消防団設置条例が定められ、5分団制定員400名。 

     団長 高橋 八郎 氏 

     同じく川口鳩ヶ谷消防団設置条例が定められ、6分団制、定員746名。 

     団長 保坂 善八 氏 

-81-



   両団合計11分団、1,146名となった。 

３ 消防組織法施行後 

昭和23年3月7日 

消防組織法が施行され、官治消防は自治消防へと、画期的な消防機構の改革が行わ 

れ、川口市消防本部が設置された。 

昭和23年9月7日 

2つの消防団を統合し、地域別に8消防団を設置し、連合制をとり、川口市連合消防

団本部を設けた。初代連合消防団長 高橋 八郎 氏 

昭和25年11月1日 

     鳩ヶ谷町が分離したので、消防団は1つ減り、7団832名となった。 

昭和27年4月7日 

消防団幹部会議を開き、団員定数改組を決議し、4月25日、825名を500名に減員し

た。 

昭和31年4月1日 

     安行村が合併したので、この区域を川口市安行消防団と称し8団543名となった。 

昭和37年2月15日 

     美園村が配置分合したので、この区域の戸塚消防団を川口市連合消防団に編入し、9

分団とした。 

昭和38年8月1日 

     第2代消防団長 高徳 勝之助 氏 

昭和39年9月1日 

     消防団幹部会議の議決により連合消防団の廃止と団員定数改組を決定し、1団9分団

制、定員520名とした。 

昭和41年 

     消防団幹部会議の団員の少数精鋭化の議決により、520名の定員を4月1日、 

424名とした。 

昭和52年11月14日 

     老朽化した普通ポンプ自動車をいすずエルフＴＬＤ44改型、ＣＤ－Ⅰ型、ディーゼ

ルＡ－2級に更新し、2個分団（第5分団・第8分団）に配備し、消防力の強化を図る。 

昭和53年10月31日 

     老朽化した普通ポンプ自動車をいすずエルフＴＬＤ44改型、ＣＤ－Ⅰ型、ディーゼ

ルＡ－2級に更新し、2個分団（第2分団・第4分団）に配備し、消防力の強化を図る。 
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昭和54年3月26日 

     老朽化した第6分団第1消防部の車庫を木造カラー鉄板瓦棒葺2階建、延べ面積41.31

㎡に改築した。 

昭和54年11月28日 

     老朽化した普通ポンプ自動車をいすずエルフＴＬＤ44改型、ＣＤ－Ⅰ型、ディーゼ

ルＡ－2級に更新し、第1分団第2消防部に配備した。 

昭和55年9月1日 

     第3代消防団長 岩井 尚明 氏 

昭和56年2月28日 

     老朽化した普通ポンプ自動車をいすずエルフＴＬＤ44改型、ＣＤ－Ⅰ型、ディーゼ

ルＡ－2級に更新し、第3分団第１消防部に配備した。 

昭和56年3月10日 

     老朽化した第3分団第2消防部の車庫を鉄骨造折板葺2階建延べ面積167.94㎡に、

また、第7分団木曽呂器具置場を川口市大字木曽呂390、木造瓦棒葺2階建延べ面積

81.54㎡に改築した。 

昭和56年11月19日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第2分団第1消

防部に配備した。 

昭和57年 

     老朽化した第2分団第1消防部の車庫を鉄骨カラー鉄板瓦棒葺2階建延べ面積70.14

㎡に改築した。 

昭和57年11月11日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第1分団第1消

防部に配備した。 

昭和58年3月30日 

     老朽化した第8分団第1消防部の車庫を鉄骨造トタン葺2階建延べ面積110.07㎡に

改築した。 

昭和59年3月21日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第4分団第3消

防部に配備した。 

昭和59年12月25日 

     老朽化した第6分団第2消防部の車庫を改築。 

    消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第7分団第3消防

部に配備した。 
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昭和60年8月10日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第5分団第2消

防部に配備した。 

昭和61年3月20日 

     老朽化した第4分団第3消防部の車庫を、鉄骨2階建延べ面積100.78㎡に改築した。 

昭和61年11月10日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第8分団第2消

防部に配備した。 

昭和62年2月26日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第7分団第1消

防部に配備した。 

昭和62年11月7日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車2台をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第4分団第1

消防部と第6分団第1消防部に配備した。 

昭和63年2月26日 

     老朽化した第8分団第2消防部の車庫を、2階建延べ面積112.0㎡に改築した。 

昭和63年9月1日 

     第4代消防団長 福島 弘 氏 

昭和63年12月20日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車2台をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第3分団第3

消防部と第9分団第2消防部に配備した。 

平成元年3月24日 

     老朽化した第7分団第1消防部の車庫を、鉄骨2階建延べ面積105.84㎡に改築した。 

平成2年2月16日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車2台をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第3分団第2

消防部と第6分団第2消防部に配備した。 

平成2年12月20日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第9分団第1消

防部に配備した。 

平成3年3月25日 

     老朽化した第9分団第1消防部の車庫を鉄骨2階建延べ面積132.86㎡に改築 

した。 

     また、上青木分署内に配置している第3分団第3消防部の車両を、上青木2丁目地 

    内に新築した鉄骨2階建延べ面積105㎡の車庫に配置した。 
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     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第9分団第3消 

    防部に配備した。 

平成4年1月8日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第7分団第2消

防部に配備した。 

平成4年2月28日 

     老朽化した第4分団第1消防部の車庫を鉄骨2階建延べ面積130.5㎡に改築した。 

平成4年12月21日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第5分団第1消

防部に配備した。 

平成5年2月26日 

     老朽化した第4分団第2消防部の車庫を鉄骨2階建延べ面積70.02㎡に改築した。 

平成6年3月10日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第8分団第1消

防部に配備した。 

平成6年3月25日 

     老朽化した第7分団第2消防部の車庫を鉄骨コンクリート造2階建延べ面積109.88

㎡に改築した。 

平成7年3月7日 

     消防団車両で老朽化した普通ポンプ自動車をＣＤ－Ⅰ型に更新し、第2分団第2消

防部に配備した。 

平成7年10月1日 

     第5代消防団長 鹿島 輝雄 氏 

平成8年2月6日 

     地震対策及び今後の多目的ポンプ運用方法を考慮し消防団に初めて全自動小型動力

ポンプ付き積載車を購入し、第4分団第2消防部に配備した。 

平成9年2月28日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を全自動小型動力ポンプ付き積載車に

更新し、第1分団第1消防部及び第3分団第1消防部に配備した。 

平成10年4月1日 

第6代消防団長 中山 謙二郎 氏 

   平成10年4月1日 
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     消防団の活性化を図るため、定年制を盛り込んだ「川口市消防団活性化総合計画」

を策定し、実施した。 

平成11年3月31日 

     消防団基盤緊急総合整備事業により災害防御用資器材として、50ｍｍ用放水資器材

等及びチェーンソーを各消防部に配備した。 

平成12年11月1日 

     消防団活性化の一環として服制の検討を行い、作業帽をアポロキャップ型とした。 

平成12年4月1日 

     消防団条例を改正し、現行の1団本部9分団制から、1団本部9支団23分団制とし、

定年制を導入する等組織の充実強化を図った。 

平成14年4月1日 

     川口市初の女性消防団員12名を任用し、各支団付け配置した。 

平成15年12月18日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第1支団第2分団及び第2

支団第1分団へ配備した。 

平成17年1月12日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第3支団第3分団、第7支

団第1分団、第8支団第2分団、第9支団第2分団へ配備した。 

平成17年3月16日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第7支団第3分団へ配備 

した。 

平成17年10月31日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第3支団第2分団、第4支

団第1分団、第3分団、第5支団第2分団、第6支団第1分団、第2分団及び第9支

団第1分団へ配備した。 

平成19年2月6日 

     老朽化した小型ポンプ積載車を普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型に更新し、第7支

団第4分団へ配備し、普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第9支団第3分団

へ配備した。 

平成19年12月19日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第7支団第2分団へ配備 

した。 

平成20年12月4日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第5支団第1分団へ配備 
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した。 

平成21年2月25日 

     平成20年度消防庁長官表彰「消防団等地域活動表彰」を受賞。 

平成22年2月10日 

     日本消防協会長表彰 優良消防団表彰（表彰旗）を受賞。 

平成22年3月4日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第8支団第1分団へ配備 

した。 

   平成22年4月1日 

     第7代消防団長 金子 利夫 氏 

   平成23年2月19日 

     市内における消防・防災体制の充実強化を図ることを目的として、「川口市消防団協

力事業所表示制度」を創設した。  

      平成23年2月21日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第2支団第2分団へ配備 

した。 

平成23年10月11日 

     鳩ヶ谷市との合併を行い、川口市消防団が1団本部、11支団、29分団の体制となっ

た。 

   平成24年1月26日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、第4支団第2分団へ配備 

した。 

   平成24年3月30日 

     第7支団第3分団車庫を従来の大字西新井宿351から大字新井宿13へ移設し、木造

モルタルコロニアル葺平屋建延べ面積119.24㎡を新築した。 

   平成25年2月22日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型及び小型動力ポンプ付積載車を更新し、

普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を第1支団第1分団、第3支団第1分団及び第11支

団第1分団へ配備した。 

   平成25年12月13日 

     消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図り、もって住民の安全の確保に資す

ることを目的として「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が公

布施行（一部を除く）された。 
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平成26年3月1日 

     川口市消防局の消防・救急無線が、アナログ無線運用からデジタル無線運用に移行

されたことに併せ、消防団車両29台及び分団長以上の45名にデジタル無線専用受令

機を配備し運用を開始した。 

     また、平成24年5月に消防団の連絡手段の確保として運用を開始した簡易デジタ 

    ル無線局を48台増設（合計180台）するとともに、大規模災害時の参集場所を各 

    受持分署とし、支団本部として運用を開始した。 

   平成27年7月25日 

     県内消防団の活性化と女性消防団員の増員を図り、地域防災力の充実強化に寄与す

ることを目的に、初めて「埼玉県女性消防団員大会」が深谷市で開催された。 

   平成27年11月1日 

     県内で初めて女性消防団員が採用された平成元年11月1日に因み、同11月1日を

「埼玉県女性消防団員の日」とし、県、市町村、消防団が一体となったＰＲ活動を展

開することが宣言された。 

   平成30年4月1日 

     第8代消防団長  田 幸市 氏 

   平成30年4月1日 

     市内の郵便局3局（川口・川口北・鳩ヶ谷）より機能別団員16名が入団。 

川口市消防団が1団本部、11支団、30分団（うち機能別分団が1分団）の体制とな

った。 

令和元年9月30日 

     平成24年5月に消防団の連絡手段の確保として運用を開始した簡易デジタル無線 

    局を経年劣化に伴い166台更新した。 

令和2年2月28日 

     第11支団第2分団車庫を従来の八幡木1丁目22番18号から三ツ和3丁目19番地

の17へ移設し、木造サイディング張2階建延べ面積128.86㎡を新築した。 

令和2年3月30日 

     第10支団第1分団車庫に木造サイディング張平屋建延べ面積43.04㎡の待機室を増

築した。 

令和2年4月1日 

     大学生等の就職活動を支援し、大学生等の消防団員の士気高揚及び入団を促進する

ことにより、地域防災力の強化を図ることを目的として、「川口市学生消防団員活動認

証制度」を創設した。 

令和3年4月1日 

     第9代消防団長 菅岩 良司 氏 
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令和5年3月13日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型及び小型動力ポンプ付積載車を更新し、

普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型（3.5ｔ未満）を第1支団第2分団、第2支団第1分

団に配備し、また小型動力ポンプ付積載車を第10支団第3分団へ配備した。 

令和6年2月22日 

     老朽化した第2支団第2分団車庫を現地建替えし、木造サイディング張ガルバリウ

ム鋼板葺2階建延べ面積92.54㎡に改築した。 

令和6年2月27日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、普通消防ポンプ自動車ＣＤ－

Ⅰ型（3.5ｔ未満）を第3支団第3分団、第7支団第1分団及び第8支団第2分団へ配

備した。 

令和6年8月28日 

  第11支団第1分団車庫を従来の坂下町3丁目12番21号から東消防署車庫棟内（坂

下町4丁目3番14号、鉄骨造ガルバリウム鋼板葺2階建延べ面積159.98㎡）へ移転し

た。 

令和6年12月23日 

     老朽化した普通消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ型を更新し、普通消防ポンプ自動車ＣＤ－

Ⅰ型（3.5ｔ未満）を第3支団第2分団、第7支団第3分団及び第9支団第2分団へ配

備した。 

令和7年3月1日 

  市内の企業2社より機能別団員14名が入団。 

令和7年3月4日 

     老朽化した第6支団第1分団車庫を現地建替えし、木造サイディング張ガルバリウ

ム鋼板葺2階建延べ面積106.66㎡に改築した。 

令和7年4月1日 

  第10代消防団長 荻原 徹雄 氏 

令和7年4月1日 

     市内において大規模な地震・台風等の災害が発生した際、消防団員の後方支援とし

て、「川口市消防団ＯＢ活動支援制度」を創設した。 
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消防団組織図
女性( )

定　員 515

基本団員
（うち女性消防団員）

414

32

14

428

機能別団員
（うち女性消防団員）

川
口
市
消
防
団

2

実　員　合　計
(うち女性消防団員)

34

第３分団 11

実員 44 第２分団 16

第３分団 18

第11支団 支団長 1

定員 45 第１分団 16

定員 45 第１分団 9

実員 37 第２分団 9

第10支団 支団長 1

支団長 1

定員 1

36 第２分団 14

団長 第１支団

4実員 1

第２支団 支団長 1

4 定員 40 第１分団 21

実員

定員 40 第１分団 19

45 第１分団 13

実員 48

実員 46 第２分団 12

定員 45

実員 14(2)

第２分団 15

第２分団 16

第３支団 支団長 1

定員

実員 36

第１分団 18

第３分団 19

第４支団 支団長

実員 23 第２分団 11

定員 40 第１分団 11

第３分団 15

第５支団 支団長 1

実員 38 第２分団 18

第６支団 支団長 1

定員 40 第１分団 19

35 第２分団 7

第７支団 支団長 1

定員 55 第１分団 13

実員

定員 40 第１分団 12

第３分団 8

第４分団 6

支団長

第３分団 9

実員 34 第２分団 12

副団長

機能別団員

定員 30

支団長

定員

実員

第８支団

1

定員 45 第１分団 12

実員 32 第２分団 19

第９支団

(4)

(2)

令和７年４月１日現在

(1)

(1)

(3)

(2)

(2)

(2)

(3)

(1)

(2)

(2)

(3)

(1)

(2)

(1)

1

1
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消防団車庫所在地・車両配置状況        令和7年4月1日現在

敷地面積 延面積

（㎡） （㎡）

第1分団 本町2-4-39 南消防署内 - - S 41.11

第2分団 栄町2-4-8 鉄筋コンクリート2階建一部木造 100.62 100.57 S 31.  3

第1分団 仲町10-22 鉄骨カラー鉄板瓦棒葺2階建 75.27 70.14 S 57.  3

第2分団 飯塚2-7-9 木造サイディング張ガルバリウム鋼板葺2階建 70.57 92.54 R  6.  2

第1分団 青木4-7-18 青木分署内 - - S 55.  3

第2分団 本前川1-14-1 鉄骨造折板葺2階建 163.34 167.94 S 56.  3

第3分団 上青木2-9-4 鉄骨造カラーベスト葺2階建 119.65 105.00 H  3.  2

第1分団 朝日1-14-29 鉄骨ＡＬＣ板カラー鉄板葺2階建 145.27 130.50 H  4.  2

第2分団 元郷4-21-21 鉄骨ＡＬＣ板陸屋根2階建 58.37 70.02 H  5.  3

第3分団 東領家3-1-3 鉄骨ＡＬＣ板2階建 99.64 100.78 S 63.  3

第5支団 第1･2分団 大字芝5310 木造モルタル平屋建セメント瓦葺 379.00 63.89 S 48.  1

第1分団 大字東本郷1112 木造サイディング張ガルバリウム鋼板葺2階建 120.94 106.66 R  7.  3

第2分団 大字新堀647-1 鉄骨ＡＬＣ板陸屋根2階建 140.06 102.70 S 59.12

第1分団 大字安行領根岸171-1 鉄骨造サイディングコロニアル葺2階建 122.70 109.53 H   1. 3

第2分団 大字石神1187-1 鉄骨造ＡＬＣ板2階建 519.83 109.88 H   6. 3

第3分団 大字新井宿13 木造モルタルコロニアル葺平屋建 299.19 119.24 H 24. 4

第4分団 大字木曽呂390 木造瓦棒葺2階建 216.33 81.54 S 56. 3

第1分団 大字安行原2014-5 鉄骨造ＡＬＣ板カラー鉄板瓦棒葺2階建 208.69 110.47 S 58. 3

第2分団 大字安行領家402-5 鉄骨造ＡＬＣ板カラー鉄板瓦棒葺2階建 446.00 112.00 S 63. 2

第1分団 長蔵1-30-17 鉄骨造ＡＬＣ板カラー鉄板葺2階建 166.66 132.86 H  3.  2

第2分団 戸塚3-13-16 戸塚分署内 - - S 58.  3

第3分団 差間3-16-12 鉄骨ＡＬＣ板2階建 150.02 106.72 S 62.  2

鉄骨造カラー鉄板折版葺（車庫） 26.93 H  4.12

木造サイディング張平屋建（建物） 43.04 R  2.  3

鉄骨造ALC版フルーデッキ2階建

※集会所と併設

鉄骨造カラー鉄板折版葺

角波鉄板張りカラー鉄板表わし1階建

鉄骨造ALC版フルーデッキ2階建

※集会所と併設

128.86

支団別 所在地 構造

桜町5-3-7

鳩ヶ谷本町2-1-1

里331

115.60

120.44

156.65

159.98

63.48

91.29 S 57.  2

H 13.  2

R  6.  8

R  2.  2

S 48.  3179.33

65.37

224.00

2991.26鉄骨造ガルバリウム鋼板葺2階建

第11支団

第1分団

第2分団

第3分団

坂下町4-3-14

三ツ和3-19-17

鳩ヶ谷緑町1-1-2

第9支団

第10支団

第1分団

第2分団

第3分団

木造サイディング張2階建

第3支団

第4支団

第6支団

竣工

第7支団

第1支団

第2支団

第8支団
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支団別受持区域 

支団名 1支団 2支団 3支団 4支団 5支団 6支団 7支団 8支団 9支団 10支団 11支団 

町

丁

字

名

本町1～4 

金山町 

舟戸町 

川口1 

栄町1～3 

幸町1～3 

並木元町 

並木1～4 

飯塚1～4 

飯原町 

原町 

川口2～6 

仲町 

南町1,2 

西川口1～6 

宮町 

緑町 

荒川町 

青木1～5 

中青木1～5 

西青木1～5 

上青木1～6 

上青木町4 

上青木西1～5 

南前川1,2 

前川1～4 

前上町 

前川町3～4 

本前川1～3 

元郷1～6 

新井町 

弥平1～4 

朝日1～6 

末広1～3 

領家1～5 

東領家1～5 

河原町 

柳崎1～5 

芝高木1.2 

芝東町 

伊刈 

芝 

芝西1,2 

芝塚原1,2 

小谷場 

芝新町 

芝中田1,2 

芝1～5 

芝樋ﾉ爪1,2 

芝下1～3 

芝宮根町 

芝富士1,2 

芝園町 

赤井 

赤井1～4 

前野宿 

東本郷 

東本郷1,2 

本蓮1～4 

江戸袋1,2 

江戸1～3 

蓮沼 

大竹 

東貝塚 

峯 

榛松 

榛松1～3 

新堀 

新堀町 

柳根町 

北園町 

在家町 

安行領根岸 

道合 

安行領在家 

神戸 

赤山 

木曽呂 

東内野 

源左衛門新田 

石神 

赤芝新田 

新井宿 

西新井宿 

安行原 

安行吉蔵 

安行北谷 

安行小山 

安行 

安行,藤八 

安行領家 

安行出羽1～5 

安行慈林 

安行吉岡 

安行西立野 

戸塚 

戸塚南1～5 

戸塚1～6 

戸塚東1～4 

東川口1～6 

戸塚鋏町 

戸塚境町 

西立野 

長蔵新田 

長蔵1～3 

久左衛門新田 

藤兵衛新田 

行衛 

北原台1～3 

差間 

差間1～3 

桜町1～6 

鳩ヶ谷本町1～

4 

大字里 

大字辻 

南鳩ヶ谷7 

坂下町1～4 

前田 

三ツ和 

鳩ヶ谷緑町

1,2 

南鳩ヶ谷 

1～6 

南鳩ヶ谷8 

八幡木1～3 

三ツ和1～3 
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消防団員状況                 令和7年4月1日現在

    計 団　　長 副 団 長 支 団 長 分 団 長 副分団長 部　　長 班　　長 団　　員

定 員 515 1 4 11 29 29 87 102 252

実 員 428 1 4 11 29 29 66 78 210

欠 員 87 21 24 42

定 員 35 1 4 30

団 本 部 実 員 19 1 4 14

欠 員 16 16

定 員 40 1 2 2 6 9 20

第１支団 実 員 36 1 2 2 6 7 18

欠 員 4 2 2

定 員 40 1 2 2 6 9 20

第２支団 実 員 36 1 2 2 6 8 17

欠 員 4 1 3

定 員 45 1 3 3 9 9 20

第３支団 実 員 48 1 3 3 9 9 23

欠 員 -3 -3

定 員 45 1 3 3 9 9 20

第４支団 実 員 46 1 3 3 7 8 24

欠 員 -1 2 1 -4

定 員 40 1 2 2 6 9 20

第５支団 実 員 23 1 2 2 3 4 11

欠 員 17 3 5 9

定 員 40 1 2 2 6 9 20

第６支団 実 員 38 1 2 2 6 8 19

欠 員 2 1 1

定 員 55 1 4 4 12 12 22

第７支団 実 員 35 1 4 4 5 7 14

欠 員 20 7 5 8

定 員 40 1 2 2 6 9 20

第８支団 実 員 32 1 2 2 5 7 15

欠 員 8 1 2 5

定 員 45 1 3 3 9 9 20

第９支団 実 員 34 1 3 3 5 6 16

欠 員 11 4 3 4

定 員 45 1 3 3 9 9 20

第１０支団 実 員 37 1 3 3 6 6 18

欠 員 8 3 3 2

定 員 45 1 3 3 9 9 20

第１１支団 実 員 44 1 3 3 8 8 21

欠 員 1 1 1 -1
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年齢別団員数（職名別）            令和7年4月1日現在

計 団　長 副団長 支団長 分団長 副分団長 部　長 班　長 団　員

20歳未満 3 3

20歳～29歳 33 1 32

30歳～39歳 42 7 35

40歳～49歳 107 2 16 26 63

50歳～59歳 153 10 14 36 36 57

60歳～69歳 90 1 4 11 17 15 14 8 20

70歳以上 0

合　　計 428 1 4 11 29 29 66 78 210

平均年齢 49.5 63.0 66.5 65.7 60.0 59.0 54.1 50.2 43.7

在職年数別団員数               令和7年4月1日現在

５年以上 10年以上 15年以上 20年以上 25年以上
10年未満 15年未満 20年未満 25年未満 30年未満

消防団員

30年以上 35年以上 40年以上 45年以上 50年以上
35年未満 40年未満 45年未満 50年未満 55年未満

23 14 9 46

428 92 69 56

30年未満
小　計

55年以上

計 5年未満

30年以上
小　計

67 60 38 382

職業別団員数                 令和7年4月1日現在

団本部 1支団 2支団 3支団 4支団 5支団 6支団 7支団 8支団 9支団 10支団 11支団 合 計 割 合

農業 1 6 10 15 11 1 44 10.3

建設業 9 3 6 12 7 2 10 2 6 7 9 14 87 20.3

製造業 1 6 11 10 10 3 6 3 2 3 5 60 14.0

電気・水道業 1 3 4 1 1 3 5 18 4.2

運輸・通信業 3 3 3 4 2 1 2 1 1 2 22 5.1

卸売・小売業・飲食店 8 6 1 6 8 3 3 3 4 3 10 9 64 15.0

金融・保険業 3 1 1 1 1 1 8 1.9

不動産業 3 4 1 2 1 3 2 2 18 4.2

サービス業 8 9 7 6 6 5 6 4 5 3 2 61 14.3

公務員等 2 1 2 2 5 2 1 15 3.5

その他 4 3 4 6 1 1 5 1 2 4 31 7.2

合計 19 36 36 48 46 23 38 35 32 34 37 44 428
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消防年報 ２０２５ 

〒３３３－０８４８ 

埼玉県川口市芝下２－１－１ 

川口市消防局 

電 話  （048）261-3119 

ＦＡＸ  （048）261-5955 

E-mail 220.01000@city.kawaguchi.saitama.jp 




